
様式Ｃ 
   

 箇所名：伏古別川大規模特定河川事業 
   

１．事業の概要  
  １）位  置：北海道

ほっかいどう

帯広市
おびひろし

  
  ２）河川名：一級河川十勝川水系伏

いっきゅうかせんとかちがわすいけいふし

古
こ

別
べつ

川
かわ

  
  ３）諸 元：橋梁架替、河道掘削、排水機場  
 ４）総事業費：36億円 
 
２．目的及び必要性   
 １）目  的：浸水被害の防止  
  ２）必要性： 

・当該地域は、平成23年9月、平成28年8月の洪水により、家屋浸水などの被害が発生

した。このため、河道掘削等による河積の拡大や排水機場の整備を行い、早期に浸

水被害を防止する必要がある。 
 
３．費用効果分析の結果 
   治水経済調査マニュアル（案）に基づいて分析。 
 便 益（Ｂ） 費 用（Ｃ） 事業効果（Ｂ／Ｃ）  
 98億円 37億円 2.6   
 便益（Ｂ）の内訳及び主な根拠  
 【内訳】   被害防止便益：97億円 

       残存価値  ：0.7億円 
 

 【主な根拠】 年平均浸水被害軽減戸数：95戸  
 年平均浸水被害軽減面積：6ha  
 
４．検討 
 以下の評価項目及び上記の費用対効果分析結果を総合的に判断の上、採択 

  
 
            
 
 

 
 
 
 
 
 

 
５．日程・手続き 
   令和2年度 排水機場、調査設計等に着手予定 
 
６．関係者の意見 
   地元から事業の早期完成に向けての要望が出されている。 
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様式Ｃ 
   

 箇所名：チマイベツ川大規模特定河川事業 
   

１．事業の概要  
  １）位  置：北海道

ほっかいどう

室蘭市
むろらんし

、伊達市
だ て し

  
  ２）河川名：二級

にきゅう

河川
か せ ん

チマイベツ川
がわ

水系
すいけい

チマイベツ川
がわ

  
  ３）諸 元：橋梁架替、河道掘削  
 ４）総事業費： 26億円 
 
２．目的及び必要性   
 １）目  的：浸水被害の防止  
  ２）必要性： 

・当該地域は、昭和48年8月、昭和56年8月の洪水により、家屋浸水などの被害が発生

した。このため、河道掘削等による河積の拡大を行い、早期に浸水被害を防止する

必要がある。 
 
３．費用効果分析の結果 
   治水経済調査マニュアル（案）に基づいて分析。 
 便 益（Ｂ） 費 用（Ｃ） 事業効果（Ｂ／Ｃ）  
 177億円 135億円 1.3   
 便益（Ｂ）の内訳及び主な根拠  
 【内訳】   被害防止便益：177億円 

       残存価値  ：0.9億円 
 

 【主な根拠】 年平均浸水被害軽減戸数：23戸  
 年平均浸水被害軽減面積：31ha  
 
４．検討 
 以下の評価項目及び上記の費用対効果分析結果を総合的に判断の上、採択 
 
            
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 

 
５．日程・手続き 
   令和2年度 調査設計等に着手予定 
 
６．関係者の意見 
   地元から事業の早期完成に向けての要望が出されている。 
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様式Ｃ 
   

 箇所名：月寒川大規模特定河川事業 
   

１．事業の概要  
  １）位  置：北海道

ほっかいどう

札幌市
さっぽろし

  
  ２）河川名：一 級

いっきゅう

河川
か せ ん

石狩
いしかり

川
がわ

水系
すいけい

月
つき

寒川
さむかわ

  
  ３）諸 元：河道掘削  
 ４）総事業費：21億円 
 
２．目的及び必要性   
 １）目  的：浸水被害の防止  
  ２）必要性： 

・当該地域は、昭和46年9月、昭和56年8月の洪水により、家屋浸水被害などが発生し

たほか、近年では平成26年9月にも浸水被害が発生している。このため、河道掘削

等による河積の拡大を行い、早期に浸水被害を防止する必要がある。 
 
３．費用効果分析の結果 
   治水経済調査マニュアル（案）に基づいて分析。 
 便 益（Ｂ） 費 用（Ｃ） 事業効果（Ｂ／Ｃ）  
 66億円 36億円 1.8   
 便益（Ｂ）の内訳及び主な根拠  
 【内訳】   被害防止便益：66億円 

       残存価値  ：0.4億円 
 

 【主な根拠】 年平均浸水被害軽減戸数：25戸  
 年平均浸水被害軽減面積：3ha  
 
４．検討 
 以下の評価項目及び上記の費用対効果分析結果を総合的に判断の上、採択 
 
            
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
５．日程・手続き 
   令和2年度 河道掘削、調査設計等に着手予定 
 
６．関係者の意見 
   地元から事業の早期完成に向けての要望が出されている。 
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様式Ｃ 
   

 箇所名：無加川大規模特定河川事業 
   

１．事業の概要  
  １）位  置：北海道

ほっかいどう

北見市
き た み し

  
  ２）河川名：一 級

いっきゅう

河川
か せ ん

常呂
と こ ろ

川
がわ

水系
すいけい

無加川
む か が わ

  
  ３）諸 元：河道掘削  
 ４）総事業費：15億円 
 
２．目的及び必要性   
 １）目  的：浸水被害の防止  
  ２）必要性： 

・当該地域は、昭和56年8月、昭和61年9月、平成4年9月、平成10年9月、平成13年9月

の洪水により、家屋浸水などの被害が発生したほか,近年では平成28年8月にも浸水

被害が発生している。このため、河道掘削等による河積の拡大を行い、早期に浸水

被害を防止する必要がある。 
 
３．費用効果分析の結果 
   治水経済調査マニュアル（案）に基づいて分析。 
 便 益（Ｂ） 費 用（Ｃ） 事業効果（Ｂ／Ｃ）  
 1,107億円 949億円 1.2   
 便益（Ｂ）の内訳及び主な根拠  
 【内訳】   被害防止便益：1,099億円 

       残存価値  ：8億円 
 

 【主な根拠】 年平均浸水被害軽減戸数：139戸  
 年平均浸水被害軽減面積：117ha  
 
４．検討 
 以下の評価項目及び上記の費用対効果分析結果を総合的に判断の上、採択 

 
 
            
 
 

 
 
 
 

 
 

５．日程・手続き 
   令和2年度 河道掘削、調査設計等に着手予定 
 
６．関係者の意見 
   地元から事業の早期完成に向けての要望が出されている。 
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様式Ｃ 
   

 箇所名：ピウカ川大規模特定河川事業 
   

１．事業の概要  
  １）位  置：北海道

ほっかいどう

芽室町
めむろちょう

  
  ２）河川名：一 級

いっきゅう

河川
か せ ん

十勝
と か ち

川
がわ

水系
すいけい

ピウカ川
がわ

  
  ３）諸 元：橋梁架替、河道掘削  
 ４）総事業費： 12億円 
 
２．目的及び必要性   
 １）目  的：浸水被害の防止  
  ２）必要性： 

・当該地域は、平成28年8月の洪水により、家屋浸水などの被害が発生した。このた

め、河道掘削等による河積の拡大を行い、早期に浸水被害を防止する必要がある。 
 
３．費用効果分析の結果 
   治水経済調査マニュアル（案）に基づいて分析。 
 便 益（Ｂ） 費 用（Ｃ） 事業効果（Ｂ／Ｃ）  
 155億円 37億円 4.2   
 便益（Ｂ）の内訳及び主な根拠  
 【内訳】   被害防止便益：154億円 

       残存価値  ：0.5億円 
 

 【主な根拠】 年平均浸水被害軽減戸数：29戸  
 年平均浸水被害軽減面積：85ha  
 
４．検討 
 以下の評価項目及び上記の費用対効果分析結果を総合的に判断の上、採択 

 
 
            
 
 

 
 
 
 
 
 
 

 
 

５．日程・手続き 
   令和2年度 河道掘削、調査設計等に着手予定 
 
６．関係者の意見 
   地元から事業の早期完成に向けての要望が出されている。 
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様式Ｃ 
  
 箇所名：湯の川大規模特定河川事業 
   

１．事業の概要  
  １）位  置：北海道

ほっかいどう

函館市
はこだてし

  
  ２）河川名：二級

にきゅう

河川
か せ ん

松倉
まつくら

川
がわ

水系
すいけい

湯
ゆ

の川
かわ

  
  ３）諸 元：橋梁架替、河道掘削  
 ４）総事業費： 25億円 
 
２．目的及び必要性   
 １）目  的：浸水被害の防止  
  ２）必要性： 

・当該地域は、昭和56年8月、昭和58年9月、昭和61年9月、平成2年8月、平成6年9月、

平成7年8月の洪水により、家屋浸水などの被害が発生したほか、近年では平成23年

9月にも浸水被害が発生。このため、河道掘削等による河積の拡大を行い、早期に

浸水被害を防止する必要がある。 
 
３．費用効果分析の結果 
   治水経済調査マニュアル（案）に基づいて分析。 
 便 益（Ｂ） 費 用（Ｃ） 事業効果（Ｂ／Ｃ）  
 978億円 160億円 6.1   
 便益（Ｂ）の内訳及び主な根拠  
 【内訳】   被害防止便益：972億円 

       残存価値  ：5億円 
 

 【主な根拠】 年平均浸水被害軽減戸数：198戸  
 年平均浸水被害軽減面積：17ha  
 
４．検討 
 以下の評価項目及び上記の費用対効果分析結果を総合的に判断の上、採択 

 
 
            
 
 

 
 
 
 
 

 
５．日程・手続き 
   令和2年度 河道掘削、調査設計等に着手予定 
 
６．関係者の意見 
   地元から事業の早期完成に向けての要望が出されている。 
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様式Ｃ 
   

 箇所名：湯の沢川大規模特定河川事業 
   

１．事業の概要  
  １）位  置：北海道

ほっかいどう

函館市
はこだてし

  
  ２）河川名：二級

にきゅう

河川
か せ ん

松倉
まつくら

川
がわ

水系
すいけい

湯
ゆ

の沢
さわ

川
がわ

  
  ３）諸 元：遊水地、河道掘削  
 ４）総事業費：15億円 
 
２．目的及び必要性   
 １）目  的：浸水被害の防止  
  ２）必要性： 

・当該地域は、昭和56年8月、昭和58年9月、昭和61年9月、平成2年8月、平成6年9月、

平成7年8月の洪水により、家屋浸水などの被害が発生したほか、近年では平成23年

9月にも浸水被害が発生。このため、河道掘削等による河積の拡大を行い、早期に

浸水被害を防止する必要がある。 
 
３．費用効果分析の結果 
   治水経済調査マニュアル（案）に基づいて分析。 
 便 益（Ｂ） 費 用（Ｃ） 事業効果（Ｂ／Ｃ）  
 978億円 160億円 6.1   
 便益（Ｂ）の内訳及び主な根拠  
 【内訳】   被害防止便益：972億円 

       残存価値  ：5億円 
 

 【主な根拠】 年平均浸水被害軽減戸数：198戸  
 年平均浸水被害軽減面積：17ha  
 
４．検討 
 以下の評価項目及び上記の費用対効果分析結果を総合的に判断の上、採択 

 

 
 
            
 
 

 
 
 
 
 
５．日程・手続き 
   令和2年度 調査設計等に着手予定 
 
６．関係者の意見 
   地元から事業の早期完成に向けての要望が出されている。 

  1,121         -       10         5         2 1         -         -         -         -         -         -         -         -

災害発生時の影響（想氾区域内） 過去の災害実績（過去１０ヶ年間）

浸水戸
数（戸）

軒下浸
水戸数
（戸）

農地面
積(ha)

重要公
共施設

災害弱
者施設

浸水回
数（回）

最大浸
水戸数

最大軒
下浸水
戸数

最大孤
立戸数

最大浸
水農地
面積(ha)

避難勧
告（回）

重要公
共施設

災害弱
者施設

交通遮
断時間

水系上重要 情報提供

        -         - 0.40 2年未満         -       32         -         -         -         -           -

事業の緊急度 災害発生の危険度 地域開発の程度

現状の
安全度

災害危
険区域

高齢化
率(％)

構造物
経過年

数

上流区
域の浸

水
戸数

想氾区
域内宅
地予定
面積(ha)

流域内
開発予
定面積

(ha)

ハザード
マップの

公表

被害
実績

水防活
動(回)

現在流
下能力
の割合



様式Ｃ 
   

 箇所名：高瀬川（七戸川）大規模特定河川事業 
   

１．事業の概要  
  １）位  置：青森県

あおもりけん

東北町
とうほくまち

  
  ２）河川名：高瀬川

たかせがわ

水系
すいけい

高瀬川
たかせがわ

（七戸
しちのへ

川
がわ

）  
  ３）諸 元：築堤、河道掘削、護岸、橋梁架替、揚水機場、樋門等  
 ４）総事業費：22億円 
 
２．目的及び必要性   
 １）目  的：浸水被害の軽減  
  ２）必要性： 

・当該区域は、戦後最大規模のH2.10洪水が再度発生した場合、高瀬川（七戸川）周

辺で約1,407ha、約864戸の家屋が浸水するおそれがある。浸水が想定される区域内

には要配慮者利用施設等が存在し、被災時には甚大な被害が予想される。このこと

から早期の浸水被害防止が必要である。 
 
３．費用効果分析の結果 
   治水経済調査マニュアル（案）に基づいて分析。 
 便 益（Ｂ） 費 用（Ｃ） 事業効果（Ｂ／Ｃ）  
 724億円 280億円 2.6   
 便益（Ｂ）の内訳及び主な根拠  
 【内訳】   被害防止便益：723億円 

       残存価値  ： 1億円 
 

 【主な根拠】 年平均浸水被害軽減戸数：28戸  
 年平均浸水被害軽減面積：45ha  
 
４．検討 
 以下の評価項目及び上記の費用対効果分析結果を総合的に判断の上、採択 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
５．日程・手続き 
   令和2年度 築堤、橋梁架替、揚水機場、床止め工に着手予定。 
 
６．関係者の意見 
   地元住民等から早期着手、早期整備に対する強い要望がある。 

     864          -    1,407          -          6 1 0 0 - 50 0 0          - 0

災害弱
者施設

災害発生時の影響（想氾区域内）

最大浸
水戸数

過去の災害実績（過去１０ヶ年間）

軒下浸
水戸数
（戸）

農地面
積(ha)

重要公
共施設

浸水戸
数（戸）

避難勧
告（回）

最大浸
水農地

面積(ha)

最大軒
下浸水
戸数

最大孤
立戸数

交通遮
断時間

災害弱
者施設

浸水回
数（回）

重要公
共施設

水系上重要 情報提供

 有          1 0.69 5～10年未満  -        34  - - - -  有

事業の緊急度

被害
実績

流域内
開発予
定面積

(ha)

構造物
経過年

数

災害発生の危険度

上流区
域の浸

水
戸数

災害危
険区域

地域開発の程度

想氾区
域内宅
地予定

面積(ha)

現在流
下能力
の割合

現状の
安全度

高齢化
率(％)

水防活
動(回)

ハザード
マップの

公表



様式Ｃ 

   8,023          -    2,819          -          7 1 33 3 0 0 0 0          - 0

最大軒
下浸水
戸数

最大孤
立戸数

交通遮
断時間

災害弱
者施設

浸水回
数（回）

重要公
共施設

避難勧
告（回）

最大浸
水農地

面積(ha)

最大浸
水戸数

過去の災害実績（過去１０ヶ年間）

軒下浸
水戸数
（戸）

農地面
積(ha)

重要公
共施設

浸水戸
数（戸）

災害弱
者施設

災害発生時の影響（想氾区域内）

   
 箇所名：十川大規模特定河川事業 
   

１．事業の概要  
  １）位  置：青森県

あおもりけん

五所川原市
ご し ょ が わ ら し

  
  ２）河川名：岩

いわ

木川
き が わ

水系
すいけい

十川
と が わ

  
  ３）諸 元：河道掘削  
 ４）総事業費：5.0億円 
 
２．目的及び必要性   
 １）目  的：浸水被害の軽減  
  ２）必要性： 

・当該地域は、H14.8洪水が再度発生した場合、十川周辺で最大約2,819ha、約8,023

戸の家屋が浸水するおそれがある。浸水が想定される区域内には住宅や五所川原市

役所、要配慮者施設などが存在し、被災時には甚大な被害が予想される。このこと

から早期の浸水被害防止が必要である。 
 
３．費用効果分析の結果 
   治水経済調査マニュアル（案）に基づいて分析。 
 便 益（Ｂ） 費 用（Ｃ） 事業効果（Ｂ／Ｃ）  
 1,866億円 1,002億円 1.9   
 便益（Ｂ）の内訳及び主な根拠  
 【内訳】   被害防止便益：1,865億円 

       残存価値  ：0.4億円 
 

 【主な根拠】 年平均浸水被害軽減戸数：211戸  
 年平均浸水被害軽減面積：74ha  
 
４．検討 
 以下の評価項目及び上記の費用対効果分析結果を総合的に判断の上、採択 
 
            
 
 
 
 
 
 
 

 
５．日程・手続き 
   令和2年度 河道掘削に着手予定 
 
６．関係者の意見 
   地元住民等から早期着手、早期整備に対する強い要望がある。 

水系上重要 情報提供

 有          2 0.57 5年未満          -        33        40 - - -  有

想氾区
域内宅
地予定

面積(ha)

現在流
下能力
の割合

現状の
安全度

高齢化
率(％)

水防活
動(回)

ハザード
マップの

公表

地域開発の程度事業の緊急度

被害
実績

流域内
開発予
定面積

(ha)

構造物
経過年

数

災害発生の危険度

上流区
域の浸

水
戸数

災害危
険区域



様式Ｃ 
   

 箇所名：木賊川大規模特定河川事業 
   

１．事業の概要  
  １）位 置：岩手県

いわてけん

盛岡市
もりおかし

、滝沢市
たきざわし

  
  ２）河 川 名：北上川

きたかみがわ

水系
すいけい

木賊
と く さ

川
かわ

  
  ３）諸 元：盛土工、護岸工、遊水地整備等  
 ４）総事業費：24億円 
 
２．目的及び必要性   
 １）目  的：浸水被害の軽減  
  ２）必要性： 

・当該河川は、盛岡市及び滝沢市の住宅密集地を流下する河川であり元々農業用水路

であったことから断面が狭小で流下能力が小さい。さらに流域では宅地開発による

都市化が進んでいるため大雨の都度家屋への浸水被害が生じている。このため、河

積の拡大を図るとともに沿川の状況や土地利用等を考慮し、上流部の遊水池及び隣

接する諸葛川への分水路により洪水被害を軽減することを目的としている。 
 
３．費用効果分析の結果 
   治水経済調査マニュアル（案）に基づいて分析。 
 便 益（Ｂ） 費 用（Ｃ） 事業効果（Ｂ／Ｃ）  
 1,976億円 158億円 12.5   
 便益（Ｂ）の内訳及び主な根拠  
 【内訳】   被害防止便益：1,971億円 

       残存価値  ：5億円 
 

 【主な根拠】 年平均浸水被害軽減戸数：870戸  
 年平均浸水被害軽減面積：64ha   
 
４．検討 
 以下の評価項目及び上記の費用対効果分析結果を総合的に判断の上、採択 
 
            
 
 

 
 
 
 
 
 
 
５．日程・手続き 
   令和2年度 洪水吐等に着手予定 
６．関係者の意見 
   地元住民等から早期着手、早期整備に対する強い要望がある。 

水系上重要 情報提供

 無          3 0.45 5年未満 無        26  －  －  －  －  有

ハザード
マップの

公表

災害発生の危険度

上流区
域の浸

水
戸数

事業の緊急度

被害
実績

災害危
険区域

地域開発の程度

構造物
経過年

数

想氾区
域内宅
地予定

面積(ha)

現在流
下能力
の割合

現状の
安全度

高齢化
率(％)

水防活
動(回)

流域内
開発予
定面積

(ha)

   1,866          -        25          3          - 1 1 0 0 0 0 0 0 0

災害弱
者施設

災害発生時の影響（想氾区域内）

最大浸
水戸数

過去の災害実績（過去１０ヶ年間）

軒下浸
水戸数
（戸）

農地面
積(ha)

重要公
共施設

重要公
共施設

浸水回
数（回）

浸水戸
数（戸）

避難勧
告（回）

最大浸
水農地

面積(ha)

最大軒
下浸水
戸数

最大孤
立戸数

交通遮
断時間

災害弱
者施設



様式Ｃ 
   

 箇所名：安比川大規模特定河川事業 
   

１．事業の概要  
  １）位  置：岩手県

いわてけん

二戸市
に の へ し

  
  ２）河川名：馬淵

ま べ ち

川
がわ

水系安比
すいけいあっぴ

川
がわ

  
  ３）諸 元：掘削、盛土、護岸工、頭首工  
 ４）総事業費：14億円 
 
２．目的及び必要性   
 １）目  的：浸水被害の軽減  
  ２）必要性： 

・当該地域は、河川断面が狭小で治水安全度が低く、近年では平成18年、平成23年及
び平成25年に大規模な浸水被害が発生しており、特に、平成25年９月洪水において
はこれまで比較的被災規模が小さかった支川安比川でも被害が発生するなど、床上
78戸、床下37戸にのぼる既往最大の被害が発生した。このため、流下能力が不足し
ている区間の改修を実施し、浸水被害の軽減を図る必要がある。 

 
３．費用効果分析の結果 
   治水経済調査マニュアル（案）に基づいて分析。 
 便 益（Ｂ） 費 用（Ｃ） 事業効果（Ｂ／Ｃ）  
 79億円 50億円 1.6   
 便益（Ｂ）の内訳及び主な根拠  
 【内訳】   被害防止便益：78億円 

       残存価値  ：0.6億円 
 

 【主な根拠】 年平均浸水被害軽減戸数：17 戸  
 年平均浸水被害軽減面積：16 ha  
 
４．検討 
 以下の評価項目及び上記の費用対効果分析結果を総合的に判断の上、採択 

   
     345      132      107          6 0 4 115 37 0 0 0 2 0 0

災害発生時の影響（想氾区域内）

農地面
積(ha)

重要公
共施設

浸水戸
数（戸）

災害弱
者施設

最大浸
水戸数

過去の災害実績（過去１０ヶ年間）

軒下浸
水戸数
（戸）

最大浸
水農地

面積(ha)

避難勧
告（回）

最大軒
下浸水
戸数

最大孤
立戸数

交通遮
断時間

災害弱
者施設

浸水回
数（回）

重要公
共施設

  

 

水系上重要 情報提供

 有
 10回以
上

0.31 5年未満  無        35  - - - -  有

災害危
険区域

地域開発の程度災害発生の危険度事業の緊急度

被害
実績

流域内
開発予
定面積

(ha)

構造物
経過年

数

上流区
域の浸

水
戸数

想氾区
域内宅
地予定

面積(ha)

現在流
下能力
の割合

現状の
安全度

高齢化
率(％)

水防活
動(回)

ハザード
マップの

公表

     
５．日程・手続き 
   令和2年度 用地測量、用地補償に着手予定 
 
６．関係者の意見 
   地元住民等から早期着手、早期整備に対する強い要望がある。 



様式Ｃ 
   

 箇所名：南川大規模特定河川事業 
   

１．事業の概要  
  １）位  置：岩手県

いわてけん

盛岡市
もりおかし

  
  ２）河川名：北上川

きたかみがわ

水系
すいけい

南 川
みなみかわ

  
  ３）諸 元：河道掘削、護岸、橋梁架替 等  
 ４）総事業費：26億円 
 
２．目的及び必要性   
 １）目  的： 

・洪水氾濫等による災害から貴重な生命，財産を守り，地域住民が安心して暮らせる
ように社会基盤の整備を図る。  

  ２）必要性： 
・当該地域は，盛岡南新都市開発整備事業等により市街地化が進んでおり，更なる流

出増が懸念されている。このことから早期の浸水被害防止が必要である。 
 
３．費用効果分析の結果 
   治水経済調査マニュアル（案）に基づいて分析。 
 便 益（Ｂ） 費 用（Ｃ） 事業効果（Ｂ／Ｃ）  
 2,347億円 160億円 14.7   
 便益（Ｂ）の内訳及び主な根拠  
 【内訳】   被害防止便益：2,346億円 

       残存価値  ： 0.6億円  
 

 【主な根拠】 年平均浸水被害軽減戸数：774戸  
 年平均浸水被害軽減面積：142ha  
 
４．検討 
 以下の評価項目及び上記の費用対効果分析結果を総合的に判断の上、採択 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
５．日程・手続き 
   令和２年度 橋梁架替等に着手予定。 
 
６．関係者の意見 
   地元住民等から早期整備に対する強い要望がある。 

便益の根拠情報等

   1,330      135          5  有り 1 0 0 0 0 - -  - 0

最大軒
下浸水
戸数

最大孤
立戸数

交通遮
断時間

災害弱
者施設

浸水回
数（回）

重要公
共施設

避難勧
告（回）

最大浸
水農地

面積(ha)

最大浸
水戸数

過去の災害実績（過去１０ヶ年間）

軒下浸
水戸数
（戸）

農地面
積(ha)

重要公
共施設

浸水戸
数（戸）

災害弱
者施設

災害発生時の影響（想氾区域内）

水系上重要 情報提供

 -          - 0.22 10年以上          -        25          - 0 0 0  有

想氾区
域内宅
地予定

面積(ha)

現在流
下能力
の割合

現状の
安全度

高齢化
率(％)

水防活
動(回)

ハザード
マップの

公表

災害発生の危険度

上流区
域の浸

水
戸数

災害危
険区域

地域開発の程度事業の緊急度

被害
実績

流域内
開発予
定面積

(ha)

構造物
経過年

数



様式Ｃ 
   

 箇所名：雉子尾川大規模特定河川事業 
   

１．事業の概要  
  １）位  置：宮城県

みやぎけん

伊具
い ぐ

郡
ぐん

丸森
まるもり

町
まち

  
  ２）河川名：阿武

あ ぶ

隈川
くまがわ

水系
すいけい

雉子
き じ

尾
お

川
がわ

  
  ３）諸 元：河道掘削、築堤、橋梁等  
 ４）総事業費：18億円 
 
２．目的及び必要性   
 １）目  的：浸水被害の軽減  
  ２）必要性： 

・当該地域は、柳橋より上流の未改修区間は河道断面が狭隘なため、これまで多くの

洪水被害が発生しており、昭和61年8月洪水では丸森町市街地において甚大な被害

が発生した。このことから、早期の治水安全度向上による被害リスクの軽減が必要

である。 

 
３．費用効果分析の結果 
   治水経済調査マニュアル（案）に基づいて分析。 
 便 益（Ｂ） 費 用（Ｃ） 事業効果（Ｂ／Ｃ）  
 94億円 50億円 1.9   
 便益（Ｂ）の内訳及び主な根拠  
 【内訳】   被害防止便益：94億円 

       残存価値  ：0.7億円 
 

 【主な根拠】 年平均浸水被害軽減戸数：40戸  
 年平均浸水被害軽減面積：74ha  
 
４．検討 
 以下の評価項目及び上記の費用対効果分析結果を総合的に判断の上、採択 

 
 
 
 
 

５．日程・手続き 
   令和2年度 河道掘削、道路橋下部工に着手予定 
 
６．関係者の意見 
   地元住民等から早期整備に対する強い要望がある。 
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様式Ｃ 
   

 箇所名：七北田川大規模特定河川事業 
   

１．事業の概要  
  １）位  置：宮城県

みやぎけん

仙台市
せんだいし

  
  ２）河川名：七北田川水系

ななきたがわすいけい

七北田川
な な き た が わ

  
  ３）諸 元：河道掘削、築堤、護岸等  
 ４）総事業費：15億円 
 
２．目的及び必要性   
 １）目  的：浸水被害の軽減  
  ２）必要性： 

・当該地域は、アイオン・カスリン台風など多くの洪水被害が発生しており、近年で

も平成27年9月台風による出水で、七北田川沿川で最大約72ha、床上34棟、床下38

棟の被害が生じている。このことから、早期の治水安全度向上による被害リスクの

軽減が必要である。 
 
３．費用効果分析の結果 
   治水経済調査マニュアル（案）に基づいて分析。 
 便 益（Ｂ） 費 用（Ｃ） 事業効果（Ｂ／Ｃ）  
 18,041億円 1,466億円 12.3   
 便益（Ｂ）の内訳及び主な根拠  
 【内訳】   被害防止便益：18,024億円 

       残存価値  ：17億円 
 

 【主な根拠】 年平均浸水被害軽減戸数：4,738戸  
 年平均浸水被害軽減面積：490ha  
 
４．検討 
 以下の評価項目及び上記の費用対効果分析結果を総合的に判断の上、採択 

 
 
 
 
 

５．日程・手続き 
   令和2年度 築堤等に着手予定 
 
６．関係者の意見 
   地元住民等から早期整備に対する強い要望がある。 
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様式Ｃ 
   

 箇所名：南沢川大規模特定河川事業 
   

１．事業の概要  
  １）位  置：宮城県

みやぎけん

登米市
と め し

  
  ２）河川名：北上川

きたかみがわ

水系
すいけい

南 沢
みなみざわ

川
がわ

  
  ３）諸 元：河道掘削、築堤、橋梁等  
 ４）総事業費：12億円 
 
２．目的及び必要性   
 １）目  的：浸水被害の軽減  
  ２）必要性： 

・当該地域は、内陸部の低平地帯で、洪水時には合流先である北上川の高い水位の影

響を受けるため、大きな被災を受ける水害常襲地帯となっており、令和元年10月の

台風19号では登米市旧津山町中心市街地において甚大な被害が発生した。このこと

から、早期の治水安全度向上による被害リスクの軽減が必要である。 
 
３．費用効果分析の結果 
   治水経済調査マニュアル（案）に基づいて分析。 
 便 益（Ｂ） 費 用（Ｃ） 事業効果（Ｂ／Ｃ）  
 56億円 48億円 1.2   
 便益（Ｂ）の内訳及び主な根拠  
 【内訳】   被害防止便益：54億円 

       残存価値  ： 2億円 
 

 【主な根拠】 年平均浸水被害軽減戸数：55戸  
 年平均浸水被害軽減面積：22ha  
 
４．検討 
 以下の評価項目及び上記の費用対効果分析結果を総合的に判断の上、採択 

 
５．日程・手続き 
   令和2年度 河道掘削、築堤に着手予定 
 
６．関係者の意見 
   地元住民等から早期整備に対する強い要望がある。 
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様式Ｃ 
   

 箇所名：新城川大規模特定河川事業 
   

１．事業の概要  
  １）位  置：秋田県

あきたけん

秋田市
あ き た し

  
  ２）河川名：雄物川

おものがわ

水系
すいけい

新 城
しんじょう

川
がわ

  
  ３）諸 元：河道掘削、護岸、樋門樋管、橋梁架替  
 ４）総事業費：20億円 
 
２．目的及び必要性   
 １）目  的：浸水被害の軽減  
  ２）必要性： 

・当該地域における過去最大規模の洪水(S62.8)においては、新城川沿川で 442 戸(床上 52 戸、

床下 390 戸)の家屋が浸水した。上流部の未改修区間についても家屋が多数存在し大きく蛇行し

ている。流下能力が著しく低い区間があり地域から早期改修の要望があり、早急な治水対策の整

備が必要である。 
 
３．費用効果分析の結果 
   治水経済調査マニュアル（案）に基づいて分析。 
 便 益（Ｂ） 費 用（Ｃ） 事業効果（Ｂ／Ｃ）  
 228億円 111億円 2.0   
 便益（Ｂ）の内訳及び主な根拠  
 【内訳】   被害防止便益：224億円 

       残存価値  ：4億円 
 

 【主な根拠】 年平均浸水被害軽減戸数：33戸  
 年平均浸水被害軽減面積：36ha  
 
４．検討 
 以下の評価項目及び上記の費用対効果分析結果を総合的に判断の上、採択 
 
                             
            
 
 
 
 
 
                                    
 

 
５．日程・手続き 
   令和2年度 河道掘削に着手予定 
 
６．関係者の意見 
   地元住民等から早期着手、早期整備に対する強い要望がある。 
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様式Ｃ 
   

 箇所名：吉野川大規模特定河川事業 
   

１．事業の概要  
  １）位  置：山形県

やまがたけん

南陽市
なんようし

  
  ２）河川名：最上

も が み

川
がわ

水系
すいけい

吉
よし

野川
の が わ

  
  ３）諸 元：橋梁架替、堰改築  
 ４）総事業費：11億円 
 
２．目的及び必要性   
 １）目  的：吉野川の河川改修を行うことにより、浸水被害を解消し、沿川住民の安全・

安心を確保する。  
  ２）必要性：最上川水系吉野川は、南陽市の中心部を通る河川であり、沿川には住宅密

集地、商業地、赤湯温泉街があり、平成25,26年と連続して発生した洪水で
は甚大な被害が発生している。 

       このことから、平成26年度豪雨と同等規模の洪水に対する治水対策が急務
となっている。 

 
３．費用効果分析の結果 
   治水経済調査マニュアル（案）に基づいて分析。 
 便 益（Ｂ） 費 用（Ｃ） 事業効果（Ｂ／Ｃ）  
 4,615億円 532億円 8.7   
 便益（Ｂ）の内訳及び主な根拠  
 【内訳】   被害防止便益：4,615億円 

       残存価値  ：0.2億円 
 

  【主な根拠】 年平均浸水被害軽減戸数：42戸 
        年平均浸水被害軽減面積：13ha 

 

 
４．検討 
 以下の評価項目及び上記の費用対効果分析結果を総合的に判断の上、採択 

 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
５．日程・手続き 
   令和2年度 橋梁改築（一般国道13号大橋）、築堤工、護岸工に着手予定 
 
６．関係者の意見 
   地元住民等から早期着手、早期整備に対する強い要望がある。 
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様式Ｃ 
   

 箇所名：湯尻川大規模特定河川事業 
   

１．事業の概要  
  １）位  置：山形県

やまがたけん

鶴岡市
つるおかし

  
  ２）河川名：赤川

あかがわ

水系
すいけい

湯
ゆ

尻
じり

川
かわ

  
  ３）諸 元：築堤、河道掘削、橋梁改築  
 ４）総事業費：10億円 
 
２．目的及び必要性   
 １）目  的：河川改修により氾濫区域内の浸水被害の軽減を図る。  
  ２）必要性：湯尻川は鶴岡市白山地区・森片地区を流れる一級河川であり、沿川には住

宅地や白山だだちゃに代表される優良な農地が広がっているが、断面狭小
のため平成19年6月の豪雨では浸水面積110ha、床下浸水22戸、平成25年7
月豪雨では浸水面積29haに及ぶ被害が発生しており、河道掘削等による早
期の治水安全度向上が急務となっている。 

 
３．費用効果分析の結果 
   治水経済調査マニュアル（案）に基づいて分析。 
 便 益（Ｂ） 費 用（Ｃ） 事業効果（Ｂ／Ｃ）  
 64 億円 51 億円 1.3   
 便益（Ｂ）の内訳及び主な根拠  
 【内訳】   被害防止便益：63 億円 

       残存価値  ：1 億円 
 

  【主な根拠】 年平均浸水被害軽減戸数：30戸  
         年平均浸水被害軽減面積：7.8ha  
 
４．検討 
 以下の評価項目及び上記の費用対効果分析結果を総合的に判断の上、採択 

 
 
            
 
 

 
 
 
 
 

 
５．日程・手続き 
   令和2年度 排水樋門工に着手予定 
 
６．関係者の意見 
   地元住民等から早期着手、早期整備に対する強い要望がある。 

水系上重要 情報提供
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様式Ｃ 
   

 箇所名：只見川大規模特定河川事業 
   

１．事業の概要  
  １）位  置： 福島県

ふくしまけん

大沼郡
おおぬまぐん

金山町
かねやままち

  
  ２）河川名：阿賀野

あ が の

川
がわ

水系
すいけい

只見
た だ み

川
がわ

  
  ３）諸 元：河道掘削、築堤、橋梁、宅地嵩上 等  
 ４）総事業費：67億円 
 
２．目的及び必要性   
 １）目  的：浸水被害の軽減  
  ２）必要性： 

・当該地域は、戦後最大規模のH23.7洪水が再度発生した場合、只見川沿川で最大約5

00戸の家屋が浸水するおそれがある。浸水が想定される区域内には金山町役場など

が存在し、被災時には甚大な被害が予想される。このことから早期の浸水被害防止

が必要である。 
 
３．費用効果分析の結果 
   治水経済調査マニュアル（案）に基づいて分析。 
 便 益（Ｂ） 費 用（Ｃ） 事業効果（Ｂ／Ｃ）  
 300億円 283億円 1.1   
 便益（Ｂ）の内訳及び主な根拠  
 【内訳】   被害防止便益：298億円 

       残存価値  ： 2億円 
 

 【主な根拠】 年平均浸水被害軽減戸数：6戸  
 年平均浸水被害軽減面積：0.01ha   
 
４．検討 
 以下の評価項目及び上記の費用対効果分析結果を総合的に判断の上、採択 
 
          
 
 
 
 
 
 
 
 

 
５．日程・手続き 
   令和2年度 河道掘削工に着手予定 
 
６．関係者の意見 
   地元住民等から早期着手、早期整備に対する強い要望がある。 



様式Ｃ 
   

 箇所名：塩野川大規模特定河川事業 
   

１．事業の概要  
  １）位  置：福島県

ふくしまけん

伊達市
だ て し

  
  ２）河川名：阿武

あ ぶ

隈川
くまがわ

水系
すいけい

塩野川
しおのがわ

  
  ３）諸 元：河道掘削、築堤等  
 ４）総事業費：12億円 
 
２．目的及び必要性   
 １）目  的：浸水被害の軽減  
  ２）必要性： 

・当該地域は、令和元年台風第19号に伴う豪雨により越水し、塩野川沿川で浸水面積

30.6ha、家屋約340戸の浸水被害が発生した。このことから早期の浸水被害防止が

必要である。 
 
３．費用効果分析の結果 
   治水経済調査マニュアル（案）に基づいて分析。 
 便 益（Ｂ） 費 用（Ｃ） 事業効果（Ｂ／Ｃ）  
 524億円 44億円 11.8   
 便益（Ｂ）の内訳及び主な根拠  
 【内訳】   被害防止便益： 524億円 

       残存価値  ：  0.4億円 
 

 【主な根拠】 年平均浸水被害軽減戸数：1戸  
 年平均浸水被害軽減面積： 0.02ha  
 
４．検討 
 以下の評価項目及び上記の費用対効果分析結果を総合的に判断の上、採択 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
５．日程・手続き 
   令和2年度 築堤、用地補償等に着手予定 
 
６．関係者の意見 
   地元住民等から早期着手、早期整備に対する強い要望がある。 



様式Ｃ 
   

 箇所名：濁川大規模特定河川事業 
   

１．事業の概要  
  １）位  置：福島県

ふくしまけん

福島市
ふくしまし

  
  ２）河川名：阿武隈川水系濁

あぶくまがわすいけいにごり

川
がわ

  
  ３）諸 元：河道掘削、築堤工等  
 ４）総事業費：12億円 
 
２．目的及び必要性   
 １）目  的：浸水被害の軽減  
  ２）必要性： 

・当該地域は、戦後最大規模のS61.10洪水が再度発生した場合、濁川沿川で最大約30

00戸の家屋が浸水するおそれがある。浸水が想定される区域内には小学校などが存

在し、被災時には甚大な被害が予想される。このことから早期の浸水被害防止が必

要である。 
 
３．費用効果分析の結果 
   治水経済調査マニュアル（案）に基づいて分析。 
 便 益（Ｂ） 費 用（Ｃ） 事業効果（Ｂ／Ｃ）  
 1847億円 43億円 43.0   
 便益（Ｂ）の内訳及び主な根拠  
 【内訳】   被害防止便益：1846億円 

       残存価値  ：  1億円 
 

 【主な根拠】 年平均浸水被害軽減戸数：28戸  
 年平均浸水被害軽減面積：0.32ha  
 
４．検討 
 以下の評価項目及び上記の費用対効果分析結果を総合的に判断の上、採択 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
５．日程・手続き 
   令和2年度 測量設計等に着手予定 
 
６．関係者の意見 
   地元住民等から早期着手、早期整備に対する強い要望がある。 



様式Ｃ 
   

 箇所名：谷田川大規模特定河川事業 
   

１．事業の概要  
  １）位  置：福島県

ふくしまけん

郡山市
こおりやまし

  
  ２）河川名：阿武

あ ぶ

隈川
くまがわ

水系
すいけい

谷田川
や た が わ

  
  ３）諸 元：河道掘削、堤防強化 等  
 ４）総事業費：25億円 
 
２．目的及び必要性   
 １）目  的：浸水被害の軽減  
  ２）必要性： 

・当該地域は、戦後最大規模のS61.10洪水が再度発生した場合、谷田川沿川で最大約

300戸の家屋が浸水するおそれがある。浸水が想定される区域内には小学校などが

存在し、被災時には甚大な被害が予想される。このことから早期の浸水被害防止が

必要である。 
 
３．費用効果分析の結果 
   治水経済調査マニュアル（案）に基づいて分析。 
 便 益（Ｂ） 費 用（Ｃ） 事業効果（Ｂ／Ｃ）  
 699億円 70億円 10.0   
 便益（Ｂ）の内訳及び主な根拠  
 【内訳】   被害防止便益： 697億円 

       残存価値  ： 2億円 
 

 【主な根拠】 年平均浸水被害軽減戸数：2戸  
 年平均浸水被害軽減面積：0.07ha   
 
４．検討 
 以下の評価項目及び上記の費用対効果分析結果を総合的に判断の上、採択 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
５．日程・手続き 
   令和2年度 河道掘削、堤防強化等に着手予定 
 
６．関係者の意見 
   地元住民等から早期着手、早期整備に対する強い要望がある。 



様式Ｃ 
   

 箇所名：熊川大規模特定河川事業 
   

１．事業の概要  
  １）位  置：栃木県

とちぎけん

那須
な す

塩原市
しおばらし

  
  ２）河川名：那珂川

な か が わ

水系
すいけい

熊川
くまかわ

  
  ３）諸 元：河道掘削、護岸  
 ４）総事業費：5.0億円 
 
２．目的及び必要性   
 １）目  的：浸水被害の軽減  
  ２）必要性： 

・当該地域は、平成10年8月豪雨により、床上浸水12戸もの甚大な被害が発生した。

このことから浸水被害防止が必要である。 
 

 
３．費用効果分析の結果 
   治水経済調査マニュアル（案）に基づいて分析。 
 便 益（Ｂ） 費 用（Ｃ） 事業効果（Ｂ／Ｃ）  
 737億円 55億円 13.3   
 便益（Ｂ）の内訳及び主な根拠  
 【内訳】   被害防止便益：736億円 

       残存価値  ：0.4億円 
 

 【主な根拠】 年平均浸水被害軽減戸数：78戸  
 年平均浸水被害軽減面積：38ha  
 
４．検討 
 以下の評価項目及び上記の費用対効果分析結果を総合的に判断の上、採択 
 
            
 
 

 
 
 
 
 
 
 

 
５．日程・手続き 
   令和２年度 河道掘削、護岸に着手予定 
 
６．関係者の意見 
   地元住民等から早期整備に対する強い要望がある。 
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様式Ｃ 
   

 箇所名：利根川大規模特定河川事業  
   

１．事業の概要  
  １）位  置：群馬県

ぐんまけん

伊勢崎市
い せ さ き し

、玉村町
たまむらまち

 
  ２）河川名：一 級

いっきゅう

河川
か せ ん

利根川
と ね が わ

水系
すいけい

利根川
と ね が わ

  
  ３）諸 元：築堤･護岸、河道掘削等  
 ４）総事業費：47億円 
 
２．目的及び必要性   
 １）目  的：浸水被害の軽減  
  ２）必要性： 

・当該地域は、計画規模の洪水が再度発生した場合、最大約1,875ha、約10,818戸の

家屋が浸水するおそれがある。浸水が想定される区域内には工場や主要道路などが

存在し、被災時には甚大な被害が予想される。このことから早期の浸水被害防止が

必要である。 
 
３．費用効果分析の結果 
   治水経済調査マニュアル（案）に基づいて分析。 
 便 益（Ｂ） 費 用（Ｃ） 事業効果（Ｂ／Ｃ）  
 305億円 46億円 6.6   
 便益（Ｂ）の内訳及び主な根拠  
 【内訳】   被害防止便益：304億円 

       残存価値  ：1億円 
 

 【主な根拠】 年平均浸水被害軽減戸数：203戸数  
 年平均浸水被害軽減面積：40ha  
 
４．検討 
 以下の評価項目及び上記の費用対効果分析結果を総合的に判断の上、採択 

 
 
            
 
 

 
 
 
 
 

 
５．日程・手続き 
   令和2年度 河道掘削に着手予定 
 
６．関係者の意見 
   地元市長、町長より早期着手、早期整備に対する強い要望がある。 

水系上重要 情報提供
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様式Ｃ 
   

 箇所名：休泊川大規模特定河川事業 
   

１．事業の概要  
  １）位  置：群馬県

ぐんまけん

邑楽郡
おうらぐん

大泉町
おおいずみまち

  
  ２）河川名：利根川

と ね が わ

水系休
すいけいきゅう

泊
はく

川
がわ

  
  ３）諸 元：橋梁架替、堰改築、護岸  
 ４）総事業費：18億円 
２．目的及び必要性   
 １）目  的：浸水被害の軽減  
  ２）必要性： 

・当該地域は、おおむね30年に一度の降雨が発生した場合、休泊川沿川で最大約345h

a、約4432戸の家屋が浸水するおそれがある。また令和元年10月の台風19号により

床下浸水35戸の被害が発生した。浸水が想定される区域内には学校や幼稚園などが

存在し、被災時には甚大な被害が予想される。このことから早期の浸水被害防止が

必要である。 
３．費用効果分析の結果 
   治水経済調査マニュアル（案）に基づいて分析。 
 便 益（Ｂ） 費 用（Ｃ） 事業効果（Ｂ／Ｃ）  
 207億円 47億円 4.4   
 便益（Ｂ）の内訳及び主な根拠  
 【内訳】   被害防止便益：206億円 

       残存価値  ：1億円 
 

 【主な根拠】 年平均浸水被害軽減戸数：736戸  
 年平均浸水被害軽減面積：58ha   
 
４．検討 
 以下の評価項目及び上記の費用対効果分析結果を総合的に判断の上、採択 
 
            
 
 

 
 
 
 
 
 

 
 
 

５．日程・手続き 
   令和2年度 護岸工に着手予定 
６．関係者の意見 
   地元首長及び住民等から早期着手、早期整備に対する強い要望がある。 

   4,432          -        59          7          1 2 35 0 0 0 1 0          - 0

最大軒
下浸水
戸数

最大孤
立戸数

交通遮
断時間

災害弱
者施設

浸水回
数（回）

重要公
共施設

避難勧
告（回）

最大浸
水農地

面積(ha)

最大浸
水戸数

過去の災害実績（過去１０ヶ年間）

軒下浸
水戸数
（戸）

農地面
積(ha)

重要公
共施設

浸水戸
数（戸）

災害弱
者施設

災害発生時の影響（想氾区域内）

水系上重要 情報提供

 有          1 0.50 3年未満          -        21          - 0 0 0  有

想氾区
域内宅
地予定

面積(ha)

現在流
下能力
の割合

現状の
安全度

高齢化
率(％)

水防活
動(回)

ハザード
マップの

公表

災害危
険区域

地域開発の程度事業の緊急度

被害
実績

流域内
開発予
定面積

(ha)

構造物
経過年

数

災害発生の危険度

上流区
域の浸

水
戸数



様式Ｃ 
   

 箇所名：一宮川大規模特定河川事業 
   

１．事業の概要  
  １）位  置：千葉県

ち ば け ん

長生郡
ちょうせいぐん

一宮町
いちのみやまち

、長生村
ちょうせいむら

  
  ２）河川名：二級河川一

いち

宮
のみや

川水系一
いち

宮
のみや

川  
  ３）諸 元：河道掘削 等  
 ４）総事業費：5.0億円 
 
２．目的及び必要性   
 １）目  的：一宮川下流域では、共有地等で買収できない用地が河道内に取り残されて

いることから、河道掘削等を実施し、早期に治水安全度の向上を図る。  
  ２）必要性： 

・一宮川水系では、令和元年10月の台風21号に伴う豪雨による洪水等で甚大な被害が
発生した。このため、一宮川中流域の河川激甚災害対策特別緊急事業と併せて、一
宮川下流域の河道掘削等を実施し、早期に流域全体の治水安全度の向上を図る。 

 
３．費用効果分析の結果 
   治水経済調査マニュアル（案）に基づいて分析。 
 便 益（Ｂ） 費 用（Ｃ） 事業効果（Ｂ／Ｃ）  
 897億円 452億円 2.0   
 便益（Ｂ）の内訳及び主な根拠  
 【内訳】   被害防止便益：887億円 

       残存価値  ：10億円 
 

 【主な根拠】 浸水被害軽減戸数：2711戸  
 浸水被害軽減面積：896ha  
 
４．検討 
 以下の評価項目及び上記の費用対効果分析結果を総合的に判断の上、採択 
 
            
 
 

 
 
 
 
 
 
 

 
５．日程・手続き 
   令和2年度 測量設計等に着手予定 
 
６．関係者の意見 
   地元住民等から早期着手、早期整備に対する強い要望がある。 
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様式Ｃ 
   

 箇所名：神田川
かんだがわ

大規模特定河川事業 
   

１．事業の概要  
  １）位  置：東京都

とうきょうと

杉並区
すぎなみく

  
  ２）河川名：荒川

あらかわ

水系
すいけい

神田川
かんだがわ

  
  ３）諸 元：護岸、調節池整備  
 ４）総事業費：35億円 
 
２．目的及び必要性   
 １）目  的：浸水被害の軽減  
  ２）必要性： 

・神田川流域では、近年大規模な豪雨に伴う被害が頻発している。特に平成17年9月
の時間100㍉を超える集中豪雨により、神田川流域において甚大な浸水被害が発生
した。近年の降雨状況の変化を踏まえ、都では、平成24年に目標整備水準を時間75
㍉に引き上げ、従来の護岸整備に加え、新たな調節池等により対応していくことと
しており、治水安全度の早期向上を図る必要がある。 

 
３．費用効果分析の結果 
   治水経済調査マニュアル（案）に基づいて分析。 
 便 益（Ｂ） 費 用（Ｃ） 事業効果（Ｂ／Ｃ）  
 9,864億円 2,928億円 3.4   
 便益（Ｂ）の内訳及び主な根拠  
 【内訳】   被害防止便益：9,846億円 

       残存価値  ：18億円 
 

 【主な根拠】 年平均浸水被害軽減戸数：4,137戸  
 年平均浸水被害軽減面積：53ha  
 
４．検討 
 以下の評価項目及び上記の費用対効果分析結果を総合的に判断の上、採択 
 
 
            
 
 
 
 

 
 
 

 
５．日程・手続き 
   令和２年度 調節池の掘削工及び護岸整備を進める予定 
 
６．関係者の意見 
   地元住民等から早期着手、早期整備に対する強い要望がある。 
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様式Ｃ 
   

 箇所名：柏尾川大規模特定河川事業 
   

１．事業の概要  
  １）位  置：神奈川県

か な が わ け ん

横浜市
よこはまし

  
  ２）河川名：境 川

さかいがわ

水系
すいけい

柏尾
か し お

川
がわ

  
  ３）諸 元：遊水地整備  
 ４）総事業費：94億円 
 
２．目的及び必要性   
 １）目  的：浸水被害の軽減  
  ２）必要性： 

・柏尾川は、平成16年の台風第22号では、床上浸水145戸、床下浸水121戸もの甚大な

被害が発生した。このことから、早期の浸水被害の軽減が必要である。 
 
３．費用効果分析の結果 
   治水経済調査マニュアル（案）に基づいて分析。 
 便 益（Ｂ） 費 用（Ｃ） 事業効果（Ｂ／Ｃ）  
 165億円 153億円 1.1   
 便益（Ｂ）の内訳及び主な根拠  
 【内訳】   被害防止便益：157億円 

       残存価値  ： 8億円 
 

 【主な根拠】 年平均浸水被害軽減戸数：48戸  
 年平均浸水被害軽減面積：2.1ha  
 
４．検討 
 以下の評価項目及び上記の費用対効果分析結果を総合的に判断の上、採択 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
５．日程・手続き 
   令和２年度 用地補償等に着手予定 
 
６．関係者の意見 
   流域市や地元住民等から早期整備に対する強い要望がある。 
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様式Ｃ 
   

 箇所名：山王川大規模特定河川事業 
   

１．事業の概要  
  １）位  置：神奈川県

か な が わ け ん

小田原市
お だ わ ら し

  
  ２）河川名：山王

さんのう

川
がわ

水系
すいけい

山王
さんのう

川
がわ

  
  ３）諸 元：橋梁架替  
 ４）総事業費：55億円 
 
２．目的及び必要性   
 １）目  的：浸水被害の軽減   
  ２）必要性： 

・山王川は、平成14年の台風第21号では、床上浸水7戸、床下浸水142戸もの甚大な被

害が発生した。このことから、早期の浸水被害の軽減が必要である。 
 
３．費用効果分析の結果 
   治水経済調査マニュアル（案）に基づいて分析。 
 便 益（Ｂ） 費 用（Ｃ） 事業効果（Ｂ／Ｃ）  
 78億円 67億円 1.2   
 便益（Ｂ）の内訳及び主な根拠  
 【内訳】   被害防止便益：78億円 

       残存価値  ：0.5億円 
 

 【主な根拠】 年平均浸水被害軽減戸数：160戸 

       年平均浸水被害軽減面積：6.0ha 
 

 
４．検討 
 以下の評価項目及び上記の費用対効果分析結果を総合的に判断の上、採択 

  
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
５．日程・手続き 
   令和２年度 橋梁架替の仮設工に着手予定 
 
６．関係者の意見 
   流域市や地元住民等から早期整備に対する強い要望がある。 
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様式Ｃ 
   

 箇所名：恩田川大規模特定河川事業 
   

１．事業の概要  
  １）位  置：神奈川県

か な が わ け ん

横浜市
よこはまし

  
  ２）河川名：鶴見川水系

つるみがわすいけい

恩田川
おんだがわ

  
  ３）諸 元：遊水地整備  
 ４）総事業費：38億円 
 
２．目的及び必要性   
 １）目  的：浸水被害の軽減  
  ２）必要性： 

・恩田川は、昭和51年の台風第17号では、床上浸水233戸、床下浸水549戸もの甚大な

被害が発生した。このことから、早期の浸水被害の軽減が必要である。 
 
３．費用効果分析の結果 
   治水経済調査マニュアル（案）に基づいて分析。 
 便 益（Ｂ） 費 用（Ｃ） 事業効果（Ｂ／Ｃ）  
 76億円 69億円 1.1   
 便益（Ｂ）の内訳及び主な根拠  
 【内訳】   被害防止便益：74億円 

       残存価値  ： 2億円 
 

 【主な根拠】 年平均浸水被害軽減戸数：52戸  
 年平均浸水被害軽減面積：2.3ha  
 
４．検討 
 以下の評価項目及び上記の費用対効果分析結果を総合的に判断の上、採択 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
５．日程・手続き 
   令和２年度 用地補償等に着手予定 
 
６．関係者の意見 
   流域市や地元住民等から早期整備に対する強い要望がある。 
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様式Ｃ 
   

 箇所名：境川（上流）大規模特定河川事業 
   

１．事業の概要  
  １）位  置：神奈川県

か な が わ け ん

横浜市
よこはまし

、大和市
や ま と し

  
  ２）河川名：境 川

さかいがわ

水系
すいけい

 境 川
さかいがわ

  
  ３）諸 元：橋梁架替  
 ４）総事業費：55億円 
 
２．目的及び必要性   
 １）目  的：浸水被害の軽減  
  ２）必要性： 

・境川は、平成26年の台風第18号では、床下浸水105戸もの甚大な被害が発生した。

このことから、早期の浸水被害の軽減が必要である。 
 
３．費用効果分析の結果 
   治水経済調査マニュアル（案）に基づいて分析。 
 便 益（Ｂ） 費 用（Ｃ） 事業効果（Ｂ／Ｃ）  
 2,135億円 97億円 22.1   
 便益（Ｂ）の内訳及び主な根拠  
 【内訳】   被害防止便益：2,134億円 

       残存価値  ：1億円 
 

 【主な根拠】 年平均浸水被害軽減戸数：526戸  
 年平均浸水被害軽減面積：13ha  
 
４．検討 
 以下の評価項目及び上記の費用対効果分析結果を総合的に判断の上、採択 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
５．日程・手続き 
   令和２年度 落差工等に着手予定 
 
６．関係者の意見 
   流域市や地元住民等から早期整備に対する強い要望がある。 
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様式Ｃ 
   

 箇所名：相模川大規模特定河川事業 
   

１．事業の概要  
  １）位  置：神奈川県

か な が わ け ん

厚木市
あ つ ぎ し

外  
  ２）河川名：相模

さ が み

川
がわ

水系
すいけい

相模
さ が み

川
がわ

  
  ３）諸 元：河床掘削  
 ４）総事業費：5.0億円 
 
２．目的及び必要性   
 １）目  的：浸水被害の軽減  
  ２）必要性： 

・相模川は、昭和22年9月のカスリーン台風では、死者1名、床上浸水9戸及び昭和橋

上流では堤防が決壊するなど甚大な被害が発生した。このことから、早期の浸水被

害の軽減が必要である。 
 
３．費用効果分析の結果 
   治水経済調査マニュアル（案）に基づいて分析。 
 便 益（Ｂ） 費 用（Ｃ） 事業効果（Ｂ／Ｃ）  
 1,201億円 1,130億円 1.1   
 便益（Ｂ）の内訳及び主な根拠  
 【内訳】   被害防止便益：1,198億円 

       残存価値  ：3億円 
 

 【主な根拠】 年平均浸水被害軽減戸数：140戸  
 年平均浸水被害軽減面積：10ha  
 
４．検討 
 以下の評価項目及び上記の費用対効果分析結果を総合的に判断の上、採択 

 
 
            
 
 
 
 

 
 
 
 

 
５．日程・手続き 
   令和２年度 河床掘削に着手予定 
 
６．関係者の意見 
   流域市や地元住民等から早期整備に対する強い要望がある。 
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様式Ｃ 
   

 箇所名：小出川緊急河道掘削事業 
   

１．事業の概要  
  １）位  置：神奈川県

か な が わ け ん

茅ヶ崎市
ち が さ き し

、寒川町
さむかわまち

  
  ２）河川名：相模

さ が み

川
がわ

水系
すいけい

小出川
こいでかわ

  
  ３）諸 元：河床掘削、護岸  
 ４）総事業費：5.0億円 
 
２．目的及び必要性   
 １）目  的：浸水被害の軽減  
  ２）必要性： 

小出川は、平成26年台風第18号では、床上浸水8戸、床下浸水71戸もの甚大な被害が

発生した。このことから、早期の浸水被害の軽減が必要である。 
 
３．費用効果分析の結果 
   治水経済調査マニュアル（案）に基づいて分析。 
 便 益（Ｂ） 費 用（Ｃ） 事業効果（Ｂ／Ｃ）  
 355億円 254億円 1.4   
 便益（Ｂ）の内訳及び主な根拠  
 【内訳】   被害防止便益：352億円 

       残存価値  ：3億円 
 

 【主な根拠】 年平均浸水被害軽減戸数：112戸  
 年平均浸水被害軽減面積：10ha  
 
４．検討 
 以下の評価項目及び上記の費用対効果分析結果を総合的に判断の上、採択 

 
 
      
      
 
 

 
 
 
 
 
 

 
 

５．日程・手続き 
   令和２年度 護岸工に着手予定 
 
６．関係者の意見 
   流域市や地元住民等から早期整備に対する強い要望がある。 
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上流区
域の浸

水
戸数

災害危
険区域

想氾区
域内宅
地予定
面積(ha)

現在流
下能力
の割合

現状の
安全度

高齢化
率(％)

水防活
動(回)

ハザー
ドマッ
プの公

表



様式Ｃ 
   

 箇所名：金目川大規模特定河川事業 
   

１．事業の概要  
  １）位  置：神奈川県

か な が わ け ん

平塚市
ひらつかし

  
  ２）河川名：金目

か な め

川
がわ

水系
すいけい

金目
か な め

川
がわ

  
  ３）諸 元：河床掘削  
 ４）総事業費：5.3億円 
 
２．目的及び必要性   
 １）目  的：浸水被害の軽減  
  ２）必要性： 

・金目川は、平成25年台風第18号等では、床上浸水38戸、床下浸水36戸の甚大な被害

が発生した。このことから、早期の浸水被害の軽減が必要である。 
 
３．費用効果分析の結果 
   治水経済調査マニュアル（案）に基づいて分析。 
 便 益（Ｂ） 費 用（Ｃ） 事業効果（Ｂ／Ｃ）  
 9,364億円 144億円 64.9   
 便益（Ｂ）の内訳及び主な根拠  
 【内訳】   被害防止便益：9,363億円 

       残存価値  ：1億円 
 

 【主な根拠】 年平均浸水被害軽減戸数：1,745戸   
 年平均浸水被害軽減面積：50ha  
 
４．検討 
 以下の評価項目及び上記の費用対効果分析結果を総合的に判断の上、採択 

 
 
      
      
 
 

 
 
 
 
 
 

 
 

５．日程・手続き 
   令和２年度 河床掘削工に着手予定 
 
６．関係者の意見 
   流域市や地元住民等から早期整備に対する強い要望がある。 

  6,594 -         5         8 有り 2 60 - - - 4 2 有り -

最大浸
水戸数

過去の災害実績（過去１０ヶ年間）

軒下浸
水戸数
（戸）

農地面
積(ha)

重要公
共施設

浸水戸
数（戸）

災害弱
者施設

災害発生時の影響（想氾区域内）

避難勧
告（回）

最大浸
水農地
面積(ha)

最大軒
下浸水
戸数

最大孤
立戸数

交通遮
断時間

災害弱
者施設

浸水回
数（回）

重要公
共施設

水系上重要 情報提供

-         9
0.21～
0.49

5年未満 -       28 -
100戸
未満

- -  有り

地域開発の程度事業の緊急度

被害
実績

流域内
開発予
定面積

(ha)

構造物
経過年

数

災害発生の危険度

上流区
域の浸

水
戸数

災害危
険区域

想氾区
域内宅
地予定
面積(ha)

現在流
下能力
の割合

現状の
安全度

高齢化
率(％)

水防活
動(回)

ハザー
ドマッ
プの公

表



様式Ｃ 
   

 箇所名：境川(下流)大規模特定河川事業 
   

１．事業の概要  
  １）位  置：神奈川県

か な が わ け ん

藤沢市
ふじさわし

  
  ２）河川名 境

さかい

川
がわ

水系
すいけい

境
さかい

川
がわ

  
  ３）諸 元：河床掘削  
 ４）総事業費：5.7億円 
 
２．目的及び必要性   
 １）目  的：浸水被害の軽減  
  ２）必要性： 

・境川は、昭和41年台風第4号では、床上浸水4,972戸、床下浸水4,710戸の甚大な被

害が発生した。このことから、早期の浸水被害の軽減が必要である。 
 
３．費用効果分析の結果 
   治水経済調査マニュアル（案）に基づいて分析。 
 便 益（Ｂ） 費 用（Ｃ） 事業効果（Ｂ／Ｃ）  
 2,840億円 1,131億円 2.5   
 便益（Ｂ）の内訳及び主な根拠  
 【内訳】   被害防止便益：2,739億円 

       残存価値  ：101億円 
 

 【主な根拠】 年平均浸水被害軽減戸数：825戸  
 年平均浸水被害軽減面積：80ha  
 
４．検討 
 以下の評価項目及び上記の費用対効果分析結果を総合的に判断の上、採択 

 
 
        
    
 
 

 
 
 
 
 
 

 
 

５．日程・手続き 
   令和２年度 河床掘削工に着手予定 
 
６．関係者の意見 
   流域市や地元住民等から早期整備に対する要望がある。 

  5,139 -       96         2 有り 2 335 - - - 5 - - -

最大浸
水戸数

過去の災害実績（過去１０ヶ年間）

軒下浸
水戸数
（戸）

農地面
積(ha)

重要公
共施設

浸水戸
数（戸）

災害弱
者施設

災害発生時の影響（想氾区域内）

避難勧
告（回）

最大浸
水農地
面積(ha)

最大軒
下浸水
戸数

最大孤
立戸数

交通遮
断時間

災害弱
者施設

浸水回
数（回）

重要公
共施設

水系上重要 情報提供

有り         9 0.5以上 5年未満 -       25 -
1000戸
以上

- -  有り

地域開発の程度事業の緊急度

被害
実績

流域内
開発予
定面積

(ha)

構造物
経過年

数

災害発生の危険度

上流区
域の浸

水
戸数

災害危
険区域

想氾区
域内宅
地予定
面積(ha)

現在流
下能力
の割合

現状の
安全度

高齢化
率(％)

水防活
動(回)

ハザー
ドマッ
プの公

表



様式Ｃ 
   

 箇所名：帷子川大規模特定河川事業 
   

１．事業の概要  
  １）位  置：神奈川県

か な が わ け ん

横浜市
よこはまし

  
  ２）河川名：二級

にきゅう

河川
か せ ん

帷子
かたびら

川
がわ

水系
すいけい

帷子
かたびら

川
がわ

  
  ３）諸 元：護岸、橋梁架替等  
 ４）総事業費：31億円 
 
２．目的及び必要性   
 １）目  的：浸水被害の軽減  
  ２）必要性： 

・帷子川は、平成25年4月の大雨では床上浸水9戸、床下浸水22戸、平成26年10月の台

風18号では床上浸水5戸、床下浸水10戸もの甚大な浸水被害が２年連続で発生した。

このことから早期の浸水被害の軽減が求められている。 
 
３．費用効果分析の結果 
   治水経済調査マニュアル（案）に基づいて分析。 
 便 益（Ｂ） 費 用（Ｃ） 事業効果（Ｂ／Ｃ）  
 57億円 52億円 1.1   
 便益（Ｂ）の内訳及び主な根拠  
 【内訳】   被害防止便益：55億円 

       残存価値  ：3億円 

 

 

 【主な根拠】 年平均浸水被害軽減戸数：30戸  
 年平均浸水被害軽減面積：1.2ha   
 
４．検討 
 以下の評価項目及び上記の費用対効果分析結果を総合的に判断の上、採択 

 記載例） 
 
            
 
 

 
 
 
 
 

 
５．日程・手続き 
   令和２年度 測量及び設計、用地補償に着手予定 
 
６．関係者の意見 
   地元住民等から早期整備に対する要望がある。 

       68          -          -          3  有 2 46 0 0 0 有          -          -          -

最大浸
水農地

面積(ha)

最大軒
下浸水
戸数

最大孤
立戸数

交通遮
断時間

災害弱
者施設

浸水回
数（回）

重要公
共施設

災害弱
者施設

避難勧
告（回）

最大浸
水戸数

過去の災害実績（過去１０ヶ年間）

軒下浸
水戸数
（戸）

農地面
積(ha)

重要公
共施設

浸水戸
数（戸）

災害発生時の影響（想氾区域内）

水系上重要 情報提供

 無          1 0.45 1年未満  無      28.8
 40年以

上
- - -  有           32

想氾区
域内宅
地予定

面積(ha)

現在流
下能力
の割合

現状の
安全度

高齢化
率(％)

水防活
動(回)

災害危
険区域

地域開発の程度

ハザード
マップの

公表

災害発生の危険度

上流区
域の浸

水
戸数

評点

事業の緊急度

被害
実績

流域内
開発予
定面積

(ha)

構造物
経過年

数



様式Ｃ 

   7,089  -          1          2  - 0 0 0 0 0 0 0          - 0

災害発生時の影響（想氾区域内）

最大浸
水戸数

過去の災害実績（過去１０ヶ年間）

軒下浸
水戸数
（戸）

農地面
積(ha)

重要公
共施設

浸水戸
数（戸）

災害弱
者施設

避難勧
告（回）

最大浸
水農地

面積(ha)

最大軒
下浸水
戸数

最大孤
立戸数

交通遮
断時間

災害弱
者施設

浸水回
数（回）

重要公
共施設

水系上重要 情報提供

 なし          - 0.36 35mm/h  －        19  － － － －  有り

災害危
険区域

地域開発の程度事業の緊急度

被害
実績

流域内
開発予
定面積

(ha)

構造物
経過年

数

災害発生の危険度

上流区
域の浸

水
戸数

想氾区
域内宅
地予定

面積(ha)

現在流
下能力
の割合

現状の
安全度

高齢化
率(％)

水防活
動(回)

ハザード
マップの

公表

   
 箇所名：五反田川（五反田川放水路）大規模特定河川事業 
   

１．事業の概要  
  １）位  置：神奈川県

か な が わ け ん

川崎市
かわさきし

  
  ２）河川名：多摩

た ま

川
がわ

水系
すいけい

五反田
ご た ん だ

川
がわ

（五反田
ご た ん だ

川
がわ

放水
ほうすい

路
ろ

）  
  ３）諸 元：放水路整備  
 ４）総事業費：52億円 
 
２．目的及び必要性   
 １）目  的：浸水被害の軽減  
  ２）必要性： 

・当該地域は、河川整備計画規模の降雨が発生した場合、五反田川及び二ヶ領本川沿

川で約341ha、約7,100戸の家屋が浸水するおそれがある。浸水が想定される区域内

には多摩警察署などが存在し、被災時には甚大な被害が予想される。このことから

早期の浸水被害防止が必要である。 
 
３．費用効果分析の結果 
   治水経済調査マニュアル（案）に基づいて分析。 
 便 益（Ｂ） 費 用（Ｃ） 事業効果（Ｂ／Ｃ）  
 3,271億円 505億円 6.5   
 便益（Ｂ）の内訳及び主な根拠  
 【内訳】   被害防止便益：3,265億円 

       残存価値  ：6億円 
 

 【主な根拠】 年浸水被害軽減戸数：2,596戸  
 年平均浸水被害軽減面積：120ha  
 
４．検討 
 以下の評価項目及び上記の費用対効果分析結果を総合的に判断の上、採択 

 記載例） 
 
            
 
 

 
 
 
 

 
５．日程・手続き 
   令和２年度 分流部築造工に着手予定 
 
６．関係者の意見 
   平成４年度から事業着手しており、地元住民等から早期完成に対する強い要望が 

ある。 



様式Ｃ 
   

 箇所名：岡田川大規模特定河川事業 
   

１．事業の概要  
  １）位  置：長野県長野市

な が の し

  
  ２）河川名：一級信濃

し な の

川
がわ

水系岡
おか

田川
だ が わ

  
  ３）諸 元：護岸、排水機場、橋梁、樋管  
 ４）総事業費：28億円 
 
２．目的及び必要性   
 １）目  的：浸水被害の軽減  
  ２）必要性： 

・当該地域は、戦後最大規模のH18.7洪水が再度発生した場合、岡田川沿川で最大約2

4ha、約378戸の家屋が浸水するおそれがある。浸水が想定される区域内には教育施

設や要配慮者利用施設などが存在し、被災時には甚大な被害が予想される。このこ

とから早期の浸水被害防止が必要である。 
 
３．費用効果分析の結果 
   治水経済調査マニュアル（案）に基づいて分析。 
 便 益（Ｂ） 費 用（Ｃ） 事業効果（Ｂ／Ｃ）  
 166億円 25億円 6.7   
 便益（Ｂ）の内訳及び主な根拠  
 【内訳】   被害防止便益：154億円 

       残存価値  ：12億円 
 

 【主な根拠】 年平均浸水被害軽減戸数：38戸  
 年平均浸水被害軽減面積：2.4ha  
 
４．検討 
 以下の評価項目及び上記の費用対効果分析結果を総合的に判断の上、採択 

  
 
  
 
 

 
 
 
 
 

 
５．日程・手続き 
   令和2年度 護岸工及び排水機場に着手予定 
 
６．関係者の意見 
   地元住民等から早期着手、早期整備に対する強い要望がある。 

     378          -        23          5  有 3 23 0 0 2.5 有 3  無 12

災害発生時の影響（想氾区域内）

最大浸
水戸数

過去の災害実績（過去１０ヶ年間）

軒下浸
水戸数
（戸）

農地面
積(ha)

重要公
共施設

浸水戸
数（戸）

災害弱
者施設

避難勧
告（回）

最大浸

水農地
面積(ha)

最大軒
下浸水
戸数

最大孤
立戸数

交通遮
断時間

災害弱
者施設

浸水回
数（回）

重要公
共施設

水系上重要 情報提供

 有          3 0.90 10年未満  有        29  - 0 24.3 0  有

災害発生の危険度

上流区
域の浸

水
戸数

災害危
険区域

地域開発の程度事業の緊急度

被害
実績

流域内

開発予
定面積

(ha)

構造物
経過年

数

想氾区

域内宅
地予定

面積(ha)

現在流
下能力
の割合

現状の
安全度

高齢化
率(％)

水防活
動(回)

ハザード
マップの

公表



様式Ｃ 
   

 箇所名：駒沢川大規模特定河川事業 
   

１．事業の概要  
  １）位  置：長野県長野市

な が の し

  
  ２）河川名：一級信濃

し な の

川
がわ

水系駒沢
こまざわ

川
がわ

  
  ３）諸 元：護岸工、橋梁  
 ４）総事業費：33億円 

 
２．目的及び必要性   
 １）目  的：浸水被害の軽減  
  ２）必要性： 

・当該地域は、戦後最大規模のS58.9洪水が再度発生した場合、駒沢川沿川で最大約3

31ha、約1180戸の家屋が浸水するおそれがある。浸水が想定される区域内には公共

施設などが存在し、被災時には甚大な被害が予想される。このことから早期の浸水

被害防止が必要である。 
 
３．費用効果分析の結果 
   治水経済調査マニュアル（案）に基づいて分析。 
 便 益（Ｂ） 費 用（Ｃ） 事業効果（Ｂ／Ｃ）  
 720億円 29億円 24.5   
 便益（Ｂ）の内訳及び主な根拠  
 【内訳】   被害防止便益：720億円 

       残存価値  ：0.3億円 
 

 【主な根拠】 年平均浸水被害軽減戸数：626戸  
 年平均浸水被害軽減面積：32ha  
 
４．検討 
 以下の評価項目及び上記の費用対効果分析結果を総合的に判断の上、採択 

  
 
   
 
 

 
 
 
 
 

 
５．日程・手続き 
   令和2年度 橋梁工に着手予定 
 
６．関係者の意見 
   地元住民等から早期着手、早期整備に対する強い要望がある。 

   1,351          2        50          8  有 0 0 0 0 0 0 0 無 0

浸水戸
数（戸）

災害発生時の影響（想氾区域内）

最大浸
水戸数

過去の災害実績（過去１０ヶ年間）

軒下浸
水戸数
（戸）

農地面
積(ha)

重要公
共施設

重要公
共施設

災害弱
者施設

避難勧
告（回）

最大浸

水農地
面積(ha)

最大軒
下浸水
戸数

最大孤
立戸数

交通遮
断時間

災害弱
者施設

浸水回
数（回）

水系上重要 情報提供

 無          - 0.14 2年未満  無      29.0          - 0 0 0  有

事業の緊急度

被害
実績

流域内

開発予
定面積

(ha)

構造物
経過年

数

災害危
険区域

地域開発の程度

ハザード
マップの

公表

災害発生の危険度

上流区
域の浸

水
戸数

想氾区

域内宅
地予定

面積(ha)

現在流
下能力
の割合

現状の
安全度

高齢化
率(％)

水防活
動(回)



様式Ｃ 
   

 箇所名：沖田川大規模特定河川事業 
   

１．事業の概要  
  １）位  置：富山

と や ま

県滑 川
なめりかわ

市  
  ２）河川名：中川

なかがわ

水系沖
おき

田川
た が わ

  
  ３）諸 元：放水路工、護岸工  
 ４）総事業費：14億円 
 
２．目的及び必要性   
 １）目  的：放水路整備を集中的に実施し、効果の早期発現を図る。  
  ２）必要性： 

・中川水系沖田川は、滑川市の市街地を流れており、河幅が狭いことなどが支障とな

って平成24年豪雨による洪水等で甚大な被害が発生した。このため補助事業により、

放水路整備を集中的に実施し、早期に地域の安全性の向上を図る。 
 
３．費用効果分析の結果 
   治水経済調査マニュアル（案）に基づいて分析。 
 便 益（Ｂ） 費 用（Ｃ） 事業効果（Ｂ／Ｃ）  
 420億円 72億円 5.8  
 
 便益（Ｂ）の内訳及び主な根拠  
 【内訳】   被害防止便益：419億円 

       残存価値  ：1億円 
 

 【主な根拠】 年平均浸水被害軽減戸数：10戸  
 年平均浸水被害軽減面積：0.01ha  
 
４．検討 
 以下の評価項目及び上記の費用対効果分析結果を総合的に判断の上、採択 
 
            
 
 

 
 
 
 
 
 
 

 
５．日程・手続き 
   令和2年度 放水路工、護岸工に着手予定 
 
６．関係者の意見 
   地元住民等から早期着手、早期整備に対する強い要望がある。 
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様式Ｃ 
   

 箇所名：米町川大規模特定河川改修事業 
   

１．事業の概要  
  １）位  置：石川

いしかわ

県羽咋
は く い

郡
ぐん

志賀町
し か ま ち

  
  ２）河川名：米町

こんまち

川水系米町
こんまち

川  
  ３）諸 元：河道掘削、橋梁架替  
 ４）総事業費：6.0億円 
 
２．目的及び必要性   
 １）目  的：浸水被害の軽減  
  ２）必要性： 

・当該地域は、河川整備計画規模の洪水が発生した場合、米町川沿川で最大約134ha、

約200戸の家屋が浸水するおそれがある。浸水が想定される区域内には、緊急輸送

道路である国道249号や保健福祉センターなどが存在し、被災時には甚大な被害が

予想される。このことから早期の浸水被害防止が必要である。 
 
３．費用効果分析の結果 
   治水経済調査マニュアル（案）に基づいて分析。 
 便 益（Ｂ） 費 用（Ｃ） 事業効果（Ｂ／Ｃ）  
 1,015億円 165億円 6.2   
 便益（Ｂ）の内訳及び主な根拠  
 【内訳】   被害防止便益：1,012億円 

       残存価値  ：3億円 
 

 【主な根拠】 年平均浸水被害軽減戸数：90戸  
 年平均浸水被害軽減面積：64ha  
 
４．検討 
 以下の評価項目及び上記の費用対効果分析結果を総合的に判断の上、採択 

 記載例） 
 
            
 
 

 
 
 
 
 

 
５．日程・手続き 
   令和2年度 河道掘削、橋梁架替に着手予定 
 
６．関係者の意見 
   地元住民等から早期整備に対する強い要望がある。 
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様式Ｃ 
   

 箇所名：土岐川大規模特定河川事業 
   

１．事業の概要  
  １）位  置：岐阜県

ぎ ふ け ん

瑞浪市
みずなみし

  
  ２）河川名：庄

しょう

内川
ないがわ

水系
すいけい

土岐
と き

川
がわ

  
  ３）諸 元：橋梁架替、掘削護岸工、築堤工  
 ４）総事業費：10億円 
 
２．目的及び必要性   
 １）目  的： 浸水被害の軽減  
  ２）必要性： 

・当該地域は、平成元年11月洪水において床上浸水104戸、床下浸水207戸もの甚大な

浸水被害が発生した。このことから、土岐川架替を含む河川改修工事を実施し、早

期に浸水被害を軽減させる必要がある。 
 
３．費用効果分析の結果 
   治水経済調査マニュアル（案）に基づいて分析。 
 便 益（Ｂ） 費 用（Ｃ） 事業効果（Ｂ／Ｃ）  
 10億円 7.0億円 1.4   
 便益（Ｂ）の内訳及び主な根拠  
 【内訳】   被害防止便益：9.8億円 

       残存価値  ：0.03億円 
 

 【主な根拠】 浸水被害軽減面積：15ha  
 浸水被害軽減戸数：37戸  
 
４．検討 
 以下の評価項目及び上記の費用対効果分析結果を総合的に判断の上、採択 
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５．日程・手続き 
   令和2年度 土岐橋架替の用地補償に着手予定 
 
６．関係者の意見 
   地元住民等から早期着手、早期整備に対する強い要望がある。 



様式Ｃ 
   

 箇所名：宮川大規模特定河川事業 
   

１．事業の概要  
  １）位  置：岐阜県

ぎ ふ け ん

飛騨
ひ だ

市
し

  
  ２）河川名：神通

じんつう

川
がわ

水系
すいけい

宮川
みやがわ

  
  ３）諸 元：築堤工、掘削護岸工、用地補償等   
 ４）総事業費：22億円 
 
２．目的及び必要性   
 １）目  的：浸水被害の軽減   
  ２）必要性： 

・当該地域は、平成16年10月洪水において床上浸水350戸、床下浸水312戸もの浸水被

害が発生した。このことから鷹狩橋上流左岸の築堤・掘削、護岸工を集中的に実施

し、早期の浸水被害を軽減させる必要がある。 
 
３．費用効果分析の結果 
   治水経済調査マニュアル（案）に基づいて分析。 
 便 益（Ｂ） 費 用（Ｃ） 事業効果（Ｂ／Ｃ）  
 590億円 194億円 3.0   
 便益（Ｂ）の内訳及び主な根拠  
 【内訳】   被害防止便益：587億円 

       残存価値  ：3億円 
 

 【主な根拠】 年平均浸水被害軽減面積：24ha  
 年平均浸水被害軽減戸数：86戸  
 
４．検討 
 以下の評価項目及び上記の費用対効果分析結果を総合的に判断の上、採択 
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５．日程・手続き 
   令和2年度 築堤工事に着手予定 
 
６．関係者の意見 
   地元住民等から早期着手、早期整備に対する強い要望がある。 



様式Ｃ 
   

 箇所名：鳥羽川大規模特定河川事業 
   

１．事業の概要  
  １）位  置：岐阜県

ぎ ふ け ん

山県市
やまがたし

  
  ２）河川名：木曽川

き そ が わ

水系
すいけい

鳥羽
と ば

川
かわ

  
  ３）諸 元：掘削護岸、築堤、橋梁架替等  
 ４）総事業費：5.2億円 
 
２．目的及び必要性   
１） 目  的： 浸水被害の軽減  

  ２）必要性： 
・当該地域は、平成16年10月の台風23号により床下浸水11戸、浸水面積129haの浸水
被害が発生した。周辺において東海環状自動車道の山県ICが令和元年度に供用開始
予定であり、流域内の開発が見込まれ早期に浸水被害を軽減させる必要がある。 

 
３．費用効果分析の結果 
   治水経済調査マニュアル（案）に基づいて分析。 
 便 益（Ｂ） 費 用（Ｃ） 事業効果（Ｂ／Ｃ）  
 1,846億円 54億円 34.2   
 便益（Ｂ）の内訳及び主な根拠  
 【内訳】   被害防止便益：1,845億円 

       残存価値  ：1.1億円 

 

 

 【主な根拠】 浸水被害軽減面積：230ha  
 浸水被害軽減戸数：880戸  
 
４．検討 
 以下の評価項目及び上記の費用対効果分析結果を総合的に判断の上、採択 
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５．日程・手続き 
   令和2年度 掘削護岸、用地補償等に着手予定 
 
６．関係者の意見 
   地元住民等から早期着手、早期整備に対する強い要望がある。  



様式Ｃ 
   

 箇所名：勝間田川大規模特定河川事業 

   
１．事業の概要  
  １）位  置：静岡県

しずおかけん

牧之原市
ま き の は ら し

 
  ２）河川名：勝間田

か つ ま た

川
がわ

水系
すいけい

勝間田
か つ ま た

川
がわ

  
  ３）諸 元：河道掘削  
 ４）総事業費：5.0億円 
 
２．目的及び必要性   
 １）目  的：河道掘削により治水安全度を向上し、洪水氾濫の防止を図る。  
  ２）必要性： 

・当該地域は、近年最大規模のR1.10洪水が再度発生した場合、勝間田川沿川で最大

約22ha、約35戸の家屋が浸水するおそれがある。浸水が想定される区域内には学校

や市役所庁舎などが存在し、被災時には甚大な被害が予想される。このことから早

期の浸水被害防止が必要である。 
 
３．費用効果分析の結果 
   治水経済調査マニュアル（案）に基づいて分析。 
 便 益（Ｂ） 費 用（Ｃ） 事業効果（Ｂ／Ｃ）  
 9.9億円 5.1億円 1.9   
 便益（Ｂ）の内訳及び主な根拠  
 【内訳】   被害防止便益：10億円 

       残存価値  ：0.2億円 
 

 【主な根拠】 浸水被害軽減面積：10ha、  
 浸水被害軽減戸数：80戸  
 
４．検討 
 以下の評価項目及び上記の費用対効果分析結果を総合的に判断の上、採択 
 
            
 
 

 
 
 
 
 

 
５．日程・手続き 
   令和2年度 河道掘削に着手予定 
 
６．関係者の意見 
   地元住民等から早期着手、早期整備に対する強い要望がある。   



様式Ｃ 
  
 箇所名：馬込川大規模特定河川事業 
   

１．事業の概要  
  １）位  置：静岡県

しずおかけん

浜松市
はままつし

   
  ２）河川名：二級河川馬込

ま ご め

川
がわ

水系
すいけい

馬込
ま ご め

川
がわ

  
  ３）諸 元：河道掘削  
 ４）総事業費：17億円 
 
２．目的及び必要性   
 １）目  的：浸水被害の軽減  
  ２）必要性： 

・当該地域は、令和元年7月の洪水で浸水被害44戸（床上13戸）、平成27年9月の洪水

で浸水被害33戸（床上16戸）が発生するなど甚大な浸水被害が頻繁に発生している。

支川髙塚川流域では、市や農地部局と連携して総合的治水の取組を実施しており、

本川河川管理者として、支川下流区間までの整備を早期着手して、浸水被害を軽減

することが必要である。 
 
３．費用効果分析の結果 
   治水経済調査マニュアル（案）に基づいて分析。 
 便 益（Ｂ） 費 用（Ｃ） 事業効果（Ｂ／Ｃ）  
 2,598億円 258億円 10.1   
 便益（Ｂ）の内訳及び主な根拠  
 【内訳】   被害防止便益：2,596億円  

       残存価値  ：1.3億円  
 

 【主な根拠】 浸水被害軽減面積：904（ha）  
 浸水被害軽減戸数：18,097（戸）  
 
４．検討 
 以下の評価項目及び上記の費用対効果分析結果を総合的に判断の上、採択 

 

 
 
 
 
 
 
 

 
５．日程・手続き 
   令和2年度 河道掘削に着手予定 
 
６．関係者の意見 
   地元住民等から早期整備に対する強い要望がある。（馬込川改修促進期成同盟会）  
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 有          2 0.61 3年未満  無        27        40 － － －  有

被害
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流域内
開発予
定面積

(ha)

想氾区
域内宅
地予定

面積(ha)

現在流
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の割合

現状の
安全度
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率(％)

水防活
動(回)

事業の緊急度
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数

ハザード
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災害発生の危険度

上流区
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災害危
険区域

地域開発の程度



様式Ｃ    
 箇所名：野府川（日光川2号放水路）大規模特定河川事業 
   

１．事業の概要  
  １）位  置：愛知県

あいちけん

一宮市
いちのみやし

   
  ２）河川名：二級

にきゅう

河川
か せ ん

日
にっ

光川
こうがわ

水系
すいけい

野
の

府川
ふ か わ

（日
にっ

光川
こうがわ

2
２

号
ごう

放水
ほうすい

路
ろ

）  
  ３）諸 元：シールド工、流入工、立坑工  
 ４）総事業費：136億円 
 
２．目的及び必要性   
 １）目  的：浸水被害の軽減  
  ２）必要性： 

 日光川の上流域は著しい都市化が進展したにもかかわらず、その流下能力が乏し
く、頻繁に浸水被害が発生している。近年でも一宮市、江南市において、平成20年
8月、平成23年8月に床上・床下浸水の被害が生じるなど、水害常襲地区である。 

日光川2号放水路は、こうした頻発する上流域の抜本的な対策だけでなく、破堤
した場合には甚大な被害となる日光川中流部の水位低減効果にも資することから、
早急な整備が必要である。 

３．費用効果分析の結果 
   治水経済調査マニュアル（案）に基づいて分析。 
 便 益（Ｂ） 費 用（Ｃ） 事業効果（Ｂ／Ｃ）  
 12,078億円 2,022億円 6.0   
 便益（Ｂ）の内訳及び主な根拠  
 【内訳】   被害防止便益：12,078億円 

       残存価値  ：0億円 
 

 【主な根拠】 年平均浸水被害軽減戸数：7,866戸 

 
 

         年平均浸水被害軽減面積：705ha  
 
４．検討 
 以下の評価項目及び上記の費用対効果分析結果を総合的に判断の上、採択 
 
 
            
 
 

 
 
 
 
 

 
５．日程・手続き 
   令和2年度に立坑工に着手予定 
 
６．関係者の意見 
   地元住民等から早期着手、早期整備に対する強い要望がある。   

78,324  - 368,000        72      542 42 687 - - 48.3 2 -  - -
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         5  - 0.30 5年未満  -        26  - 7,832 269 14.8  有り
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様式Ｃ 
   

 箇所名：木津川大規模特定河川事業 
   

１．事業の概要  
  １）位  置：三重県

み え け ん

伊賀市
い が し

  
  ２）河川名：淀川

よどがわ

水系
すいけい

木
き

津川
づ が わ

  
  ３）諸 元：井堰改築、護岸工、河道掘削  
 ４）総事業費：32億円 
 
２．目的及び必要性   
 １）目  的：浸水被害の軽減  
  ２）必要性： 

・一級河川木津川の上林・上神戸工区においては、固定堰である三郷井堰、新田井堰、

岩鼻井堰が河積を阻害しており、平成24年の台風第17号による出水では、床上浸水

4戸、床下浸水15戸の被害が発生している。大規模特定河川事業を活用し、3井堰を

統合し、一連区間の河川改修を実施することで、当該地域の浸水被害軽減を図る。 
 
３．費用効果分析の結果 
   治水経済調査マニュアル（案）に基づいて分析。 
 便 益（Ｂ） 費 用（Ｃ） 事業効果（Ｂ／Ｃ）  
 89億円 66億円 1.3   
 便益（Ｂ）の内訳及び主な根拠  
 【内訳】   被害防止便益：88億円 

       残存価値  ：0.4億円 
 

 【主な根拠】 年平均浸水被害軽減戸数：22戸  
 年平均浸水被害軽減面積：3100ha  
 
４．検討 
 以下の評価項目及び上記の費用対効果分析結果を総合的に判断の上、採択 

 記載例） 
 
            
 
 

 
 
 
 
 

 
５．日程・手続き 
   令和2年度 井堰詳細設計、用地測量、用地買収に着手予定 
 
６．関係者の意見 
  地元住民等から早期着手、早期整備に対する強い要望がある。 

   2,774        87 150,000          5  有 3 19 0 0 10.9 3 0          - 24
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様式Ｃ 
  
 箇所名：姉川・高時川大規模特定河川事業 
   

１．事業の概要  
  １）位  置：滋賀

し が

県長浜
ながはま

市 
  ２）河川名：淀

よど

川水系姉川
あねがわ

・高時
たかとき

川
がわ

  
  ３）諸 元：河道掘削、護岸  
 ４）総事業費：40億円 
 
２．目的及び必要性   
 １）目  的：浸水被害の軽減  
  ２）必要性： 

・淀川水系姉川・高時川は、昭和34年の豪雨による出水では甚大な被害が発生した。

流下能力が不足しており、河道拡幅、堤防かさ上げ等による河積の確保が必要であ

る。想定される氾濫区域には、ＪＲ北陸本線、国道8号および365号などの交通幹線

が通過しているため、洪水氾濫が生じた場合は、その被害は甚大となるため集中的

に河川改修を行い、治水安全度の向上を図る。 
 
３．費用効果分析の結果 
   治水経済調査マニュアル（案）に基づいて分析。 
 便 益（Ｂ） 費 用（Ｃ） 事業効果（Ｂ／Ｃ）  
 6,554億円 125億円 52.4   
 便益（Ｂ）の内訳及び主な根拠  

 
【内訳】   被害防止便益：6,552億円 

       残存価値  ：2億円 
 

 【主な根拠】 浸水軽減戸数：39,768戸  
 浸水軽減面積：408ha  
 
４．検討 
以下の評価項目及び上記の費用対効果分析結果を総合的に判断の上、採択 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
５．日程・手続き 
   令和2年度 河道掘削、護岸工を実施予定 
 
６．関係者の意見 
   地元住民等から早期整備に対する強い要望がある。 

39,768          - 160 12 有 1        16        15          -          3          -          -          -          -

災害発生時の影響（想氾区域内） 過去の災害実績（過去１０ヶ年間）
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様式Ｃ 
   

 箇所名：山賀川大規模特定河川事業 
   

１．事業の概要  
  １）位  置：滋賀

し が

県守山
もりやま

市  
  ２）河川名：淀

よど

川水系山
やま

賀川
が が わ

  
  ３）諸 元：河道掘削、護岸、橋梁  
 ４）総事業費：7.0億円 
 
２．目的及び必要性   
 １）目  的：浸水被害の軽減  
  ２）必要性： 

・山賀川の上流部には、JR 守山駅を中心とした市街地が広がっており、都市化が進

んでいる。また、県道大津守山近江八幡線、県道草津守山線（大津湖南幹線）、県

道大津能登川長浜線、JR 東海道本線などの主要交通機関も集中しており、洪水被

害が生じた場合、多大な被害を生じることが予想されることから、早急な治水対策

が必要である。 
 
３．費用効果分析の結果 
   治水経済調査マニュアル（案）に基づいて分析。 
 便 益（Ｂ） 費 用（Ｃ） 事業効果（Ｂ／Ｃ）  
 296億円 22億円 13.6   
 便益（Ｂ）の内訳及び主な根拠  
 【内訳】   被害防止便益：294億円 

       残存価値  ：2億円 
 

 【主な根拠】 浸水被害軽減戸数：510戸  
 浸水被害軽減面積：93ha 

 
 

 
４．検討 
 以下の評価項目及び上記の費用対効果分析結果を総合的に判断の上、採択 

             
 
 
 

 
 
 
 
 

 
５．日程・手続き 
   令和2年度 河道掘削、護岸工を実施予定 
 
６．関係者の意見 
   地元住民等から早期整備に対する強い要望がある。 



様式Ｃ 
   
箇所名：鴨川大規模特定河川事業 

   
１．事業の概要  
  １）位  置：京都府

きょうとふ

京都市
きょうとし

  
  ２）河川名：淀川

よどがわ

水系鴨
かも

川
がわ

  
  ３）諸 元：河道掘削工、護岸工  
 ４）総事業費：16億円 
 
２． 目的及び必要性   
１）目  的：浸水被害の軽減  

  ２）必要性： 
淀川水系鴨川は、平成25年の台風による出水で甚大な被害が発生した。流下能力が

不足しているため、当該事業により、河道掘削及び護岸整備を計画的・集中的に実

施し、治水安全度の向上を図る。また、一連の効果を発現する区間全体の整備が完

了した場合、家屋浸水被害を解消できる。 
 
３．費用効果分析の結果 
   治水経済調査マニュアル（案）に基づいて分析。 
 便 益（Ｂ） 費 用（Ｃ） 事業効果（Ｂ／Ｃ）  
 1,220億円 107億円 11.5   
 便益（Ｂ）の内訳及び主な根拠  
 【内訳】   被害防止便益：1,218億円 

       残存価値  ：2億円 
 

 【主な根拠】 年平均浸水被害軽減戸数 1,033戸  
 年平均浸水被害軽減面積 58ha  
 
４．検討 
 以下の評価項目及び上記の費用対効果分析結果を総合的に判断の上、採択 

 

 

 

 
 
５．日程・手続き 
   令和２年度 掘削工、護岸工に着手予定 
 
６．関係者の意見 
   平成25年の台風18号において浸水被害が発生した箇所であり、地元から早期の改修

要望がある。 

 
 
  

便益の根拠情報等

水系上重要 情報提供
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様式Ｃ 
  
箇所名：小西川大規模特定河川事業 
   

１．事業の概要  
  １）位  置：京都

きょうと

府 京
きょう

丹後
た ん ご

市  
  ２）河川名：竹

たけ

野川
の が わ

水系小西川
こにしがわ

  
  ３）諸 元：護岸工、掘削工、橋梁工  
 ４）総事業費：14億円 
 
３． 目的及び必要性   
１）目  的：平成16年９月台風21号と同規模の出水に対し、人家浸水被害を解消する。  

  ２）必要性： 
・竹野川水系小西川は、平成16年の台風による出水で甚大な被害が発生した。流下能
力が不足しており、河道拡幅等による河道の確保が必要であるが、上流部は住宅密
集地のため、河道拡幅は非常に困難な状況である。このため、補助事業により、当
該区間の護岸工や掘削工等を集中的に実施し、治水安全度の向上を図る。 

 
３．費用効果分析の結果 
   治水経済調査マニュアル（案）に基づいて分析。 
 便 益（Ｂ） 費 用（Ｃ） 事業効果（Ｂ／Ｃ）  
 82億円 33億円 2.5   
 便益（Ｂ）の内訳及び主な根拠  
 【内訳】   被害防止便益：82億円 

       残存価値  ：0.3億円 
 

 【主な根拠】 年平均浸水被害軽減戸数 40戸  
 年平均浸水被害軽減面積 54ha  
 
４．検討 
 以下の評価項目及び上記の費用対効果分析結果を総合的に判断の上、採択 

 
 
 
 
 
 
 
５．日程・手続き 
   令和２年度 井堰工、橋梁工に着手予定 
 
６．関係者の意見 
   地元住民等から早期整備に対する強い要望がある。 

 
 
 
  

水系上重要 情報提供
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様式Ｃ 
  
 箇所名：寝屋川（寝屋川流域調節池）大規模特定河川事業 
   

１．事業の概要  
  １）位  置：大阪

おおさか

府東大阪
ひがしおおさか

市 
  ２）河川名：淀川

よどがわ

水系寝屋
ね や

川 
  ３）諸 元：調節池築造（布施公園調節池、加納元町調節池） 
 ４）総事業費：120億円 
         
２．目的及び必要性   
 １）目  的：浸水被害の軽減、治水安全度の向上  
  ２）必要性： 
・寝屋川流域において、平成24年8月14日、寝屋川市で143mm/hを観測するなど局地的な 
大雨が発生し、床下17,080戸、床上2,554戸の甚大な浸水被害が発生した。このような 
ことから、早期の浸水被害の軽減が必要である。 

 
３．費用効果分析の結果 
   ※寝屋川流域総合治水対策全体での算出。 
   治水経済調査マニュアル（案）に基づいて分析。 
 便 益（Ｂ） 費 用（Ｃ） 事業効果（Ｂ／Ｃ）  
 147,010億円 17,384億円 8.5  
 
 便益（Ｂ）の内訳及び主な根拠  
 【内訳】   被害防止便益：146,937億円 

       残存価値  ：     73億円 
 

 【主な根拠】 浸水被害軽減戸数：約18万戸 

       浸水被害軽減面積：約4,700ha 
 

    
４．検討 
 以下の評価項目及び上記の費用対効果分析結果を総合的に判断の上、採択 

 

 

 

 

 

 

 
 

 
 

５．日程・手続き 
   令和2年度 布施公園調節池本体工、加納元町調節池立坑工に着手予定 
 
６．関係者の意見 
   流域住民、流域市から早期着手、早期整備に対する強い要望がある。 

180,000    4,000 769 110 有 13 19,634          -          -      235  有          7 有        20
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下浸水
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有      392      0.68 5年未満          -      24.0  －  －        18        73 有

想氾区
域内宅
地予定

面積(ha)

現在流
下能力
の割合

現状の
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率(％)
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数
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実績
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地域開発の程度



様式Ｃ 
 

  
 箇所名：恩智川（法善寺遊水地）大規模特定河川事業 
   

１．事業の概要  
  １）位  置：大阪

おおさか

府柏原
かしわら

市 
  ２）河川名：淀川

よどがわ

水系恩
おん

智
ち

川 
  ３）諸 元：遊水地築造 
 ４）総事業費：40億円 
         
２．目的及び必要性   
 １）目  的：浸水被害の軽減、治水安全度の向上  
  ２）必要性： 
・寝屋川流域において、平成24年8月14日、寝屋川市で143mm/hを観測するなど局地的な 
大雨が発生し、床下17,080戸、床上2,554戸の甚大な浸水被害が発生した。このよう
なことから、早期の浸水被害の軽減が必要である。 
 

３．費用効果分析の結果 
   ※寝屋川流域総合治水対策全体での算出。 
   治水経済調査マニュアル（案）に基づいて分析。 
 便 益（Ｂ） 費 用（Ｃ） 事業効果（Ｂ／Ｃ）  
 147,010億円 17,384億円 8.5  
 
 便益（Ｂ）の内訳及び主な根拠  
 【内訳】   被害防止便益：146,937億円 

       残存価値  ：     73億円 
 

 【主な根拠】 浸水被害軽減戸数：約18万戸 

       浸水被害軽減面積：約4,700ha 
 

    
４．検討 
 以下の評価項目及び上記の費用対効果分析結果を総合的に判断の上、採択 

 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
５．日程・手続き 
   令和2年度 掘削工に着手予定 
 
６．関係者の意見 
   流域住民、流域市から早期着手、早期整備に対する強い要望がある。 

180,000    4,000 769 110 有 13 19,634          -          -      235  有          7 有        20
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有      392      0.68 5年未満          -      24.0  －  －        18        73 有

想氾区
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様式Ｃ 
   

 箇所名：余野川大規模特定河川事業 
   

１．事業の概要  
  １）位  置：大阪

おおさか

府池田
い け だ

市  
  ２）河川名：淀川

よどがわ

水系余
よ

野
の

川  
  ３）諸 元：河道掘削  
 ４）総事業費：5.5億円 
 
２．目的及び必要性   
 １）目  的：浸水被害の軽減、治水安全度の向上  
  ２）必要性： 

・一級河川余野川は、 1/10確率の降雨に対し未対応の河川である。 
・平成30年7月豪雨において家屋浸水等の被害が発生していることや、一級河川猪名

川への合流直上流にあたり、加えて合流付近にて広範囲の浸水被害が想定されてい

ることから、緊急河道掘削等事業により、河道掘削や護岸工事など集中的な整備を

行い早期に浸水被害の軽減を図る 
 
３．費用効果分析の結果 
   治水経済調査マニュアル（案）に基づいて分析。 
 便 益（Ｂ） 費 用（Ｃ） 事業効果（Ｂ／Ｃ）  
 66億円 11億円 6.0   
 便益（Ｂ）の内訳及び主な根拠  
 【内訳】   被害防止便益：65億円 

       残存価値  ：0.6億円 
 

 【主な根拠】 浸水軽減戸数：380戸   
 浸水軽減面積：45ha  
 
４．検討 
 以下の評価項目及び上記の費用対効果分析結果を総合的に判断の上、採択 

 
 
            
 

 
 
 
 

 
 

５．日程・手続き 
   令和2年度 河道掘削に着手予定 
 
６．関係者の意見 
   平成30年に浸水被害が発生し、地元からの強い改修要望がある。  

380      120          -
5施設以

上
有 1          2          -          -          -          -          -          -          -
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下浸水
戸数
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様式Ｃ 
  
 箇所名：大川大規模特定河川事業 
   

１．事業の概要  
  １）位  置：大阪

おおさか

府泉南
せんなん

郡岬
みさき

町  
  ２）河川名：大川

おおかわ

水系大川
おおかわ

  
  ３）諸 元：河道掘削、橋梁架替、堰改築  
 ４）総事業費：12億円 
 
２．目的及び必要性   
 １）目  的：浸水被害の軽減、治水安全度の向上  
  ２）必要性： 

・二級河川大川は時間雨量50ミリ程度の降雨に対して未対応の河川である。 

・平成21年、22年、30年の豪雨では大阪府と和歌山県をつなぐ主要な府県間道路が冠

水するとともに、床上・床下浸水被害が発生。 

・このため、大規模特定河川事業により、橋梁の架替を含む600m区間において集中的

な整備を行うことで、早期に洪水被害軽減を図る。 
 
３．費用効果分析の結果 
   治水経済調査マニュアル（案）に基づいて分析。 
 便 益（Ｂ） 費 用（Ｃ） 事業効果（Ｂ／Ｃ）  
 36億円 14億円 2.7   
 便益（Ｂ）の内訳及び主な根拠  
 【内訳】   被害防止便益：35億円 

       残存価値  ：0.9億円 
 

 【主な根拠】 浸水軽減戸数：225戸   
 浸水軽減面積：30ha  
 
４．検討 
 以下の評価項目及び上記の費用対効果分析結果を総合的に判断の上、採択 
 
            
 
 

 
 
 
 
 

 
５．日程・手続き 
   令和2年度 河道掘削に着手予定 
 
６．関係者の意見 
   平成30年に浸水被害が発生し、地元からの強い改修要望がある。 

225        10 12
5施設以

上
有 2          2          1          -          -          -          1          -          -
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様式Ｃ 
   

 箇所名：牛滝川大規模特定河川事業 
   

１．事業の概要  
  １）位  置：大阪

おおさか

府岸和田
き し わ だ

市  
  ２）河川名：大津川

おおつがわ

水系牛
うし

滝
たき

川  
  ３）諸 元：河道掘削、橋梁架替、堰改築  
 ４）総事業費：19億円 
 
２．目的及び必要性   
 １）目  的：浸水被害の軽減、治水安全度の向上  
  ２）必要性： 

・流域には住民約3.3万人、就業者約1万人が生活し、多くの事業所が立地しており、

想定氾濫区域の全域がDID地区となっている。 

・昭和57年の床上・床下浸水家屋118戸の被害発生以降、度々浸水被害を繰り返して

いることから早急な対策が必要である。 
 
３．費用効果分析の結果 
   治水経済調査マニュアル（案）に基づいて分析。 
 便 益（Ｂ） 費 用（Ｃ） 事業効果（Ｂ／Ｃ）  
 162億円 62億円 2.6   
 便益（Ｂ）の内訳及び主な根拠  
 【内訳】   被害防止便益：160億円 

       残存価値  ：2億円 
 

 【主な根拠】 浸水軽減戸数：4,922戸   
 浸水軽減面積：237ha  
 
４．検討 
 以下の評価項目及び上記の費用対効果分析結果を総合的に判断の上、採択 
 
 
            
 
 

 
 
 
 
 

 
５．日程・手続き 
   令和2年度 河道掘削に着手予定 
 
６．関係者の意見 
   地元住民等から早期着手、早期整備に対する強い要望がある。 

4,922    1,359 19
5施設以

上
有          -          -          -          -          -          -          -          -          -
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実績



様式Ｃ 
   

 箇所名：穂谷川大規模特定河川事業 
   

１．事業の概要  
  １）位  置：大阪

おおさか

府枚方
ひらかた

市  
  ２）河川名：淀川

よどがわ

水系穂
ほ

谷
たに

川  
  ３）諸 元：河道掘削、堰改築  
 ４）総事業費：7.2億円 
 
２．目的及び必要性   
 １）目  的：浸水被害の軽減、治水安全度の向上  
  ２）必要性： 

・穂谷川は全域に渡って築堤河川であることに加え、中流域から下流域にかけては市
街化が進展しているため、破堤すれば広域緊急交通路である国道１号や京阪本線、
その他公共施設等に浸水が発生するなど、甚大な被害が生じる恐れがあり、改修に
よる治水対策が急務である。 

・そのため、緊急河道掘削等事業により破堤リスクも多く、堰等の改築を含む穂谷川

新橋～山田池橋区間の改修を集中的に実施し、早期に洪水被害の軽減を図る。 
 
３．費用効果分析の結果 
   治水経済調査マニュアル（案）に基づいて分析。 
 便 益（Ｂ） 費 用（Ｃ） 事業効果（Ｂ／Ｃ）  
 5,859億円 31億円 191.5   
 便益（Ｂ）の内訳及び主な根拠  
 【内訳】   被害防止便益：5859億円 

       残存価値  ： 0.40億円 

 

 【主な根拠】 浸水軽減戸数：17,840戸   
 浸水軽減面積：527ha  
 
４．検討 
 以下の評価項目及び上記の費用対効果分析結果を総合的に判断の上、採択 
 
            
 
 
 

 
 
 
 
 
５．日程・手続き 
   令和2年度 河道掘削に着手予定 
 
６．関係者の意見 
   地元市からも河川改修事業等の進捗を強く望まれている。 

17,840    6,230 4
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上
有          -          -          -          -          -          -          -          -          -
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様式Ｃ 
   

 箇所名：新川・東川（統合排水機場）大規模特定河川事業 
   

１．事業の概要  
  １）位  置：兵庫県

ひょうごけん

西宮市
にしのみやし

  
  ２）河川名：新川

しんかわ

・東 川
ひがしかわ

水系新川
しんかわ

・東 川
ひがしかわ

  
  ３）諸 元：排水機場  
 ４）総事業費：140億円 
 
２．目的及び必要性   
１）目 的：高潮及び洪水被害の軽減  
２）必要性： 
・当該地域は、高潮時の1/50洪水が発生した場合、最大約168ha、約10,900戸の家屋

が浸水するおそれがある。このことから早期の浸水被害防止が必要である。 
 
３．費用効果分析の結果 
   治水経済調査マニュアル（案）に基づいて分析。 
 便 益（Ｂ） 費 用（Ｃ） 事業効果（Ｂ／Ｃ）  
 2,123億円 164億円 12.9   
 便益（Ｂ）の内訳及び主な根拠  
 【内訳】   被害防止便益：2,123億円 

       残存価値  ：0.4億円 
 

 【主な根拠】 浸水軽減戸数：10,973戸  
 浸水軽減面積：168ha  
 
４．検討 
 以下の評価項目及び上記の費用対効果分析結果を総合的に判断の上、採択 
 
            
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
５．日程・手続き 
   令和2年度 排水機場着手予定 
 
６．関係者の意見 
   地元住民等から早期整備に対する強い要望がある。 

10,973         - - 7 有 -  -         -         -         -         -         - -         -
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様式Ｃ 
   

 箇所名：夢前川大規模特定河川事業 
   

１．事業の概要  
  １）位  置：兵庫

ひょうご

県姫路
ひ め じ

市  
  ２）河川名：夢

ゆめ

前川
さきがわ

水系夢
ゆめ

前川
さきがわ

  
  ３）諸 元：井堰改築、河道掘削、護岸  
 ４）総事業費：5.0億円 
 
２．目的及び必要性   
 １）目  的：30年に１回程度の降雨で発生する洪水に対して浸水被害を軽減  
  ２）必要性：二級河川夢前川水系夢前川は、流下能力の不足から度重なる浸水被害に

見舞われている。平成24年6月台風第4号洪水では、今回の事業区間に隣
接する箇所で浸水面積4ha、浸水家屋23戸の被害が生じた。このため補助
事業により、井堰の改築等を集中的に実施し、早期に地域の安全性の向
上を図る。 

 
３．費用効果分析の結果 
   治水経済調査マニュアル（案）に基づいて分析。 
 便 益（Ｂ） 費 用（Ｃ） 事業効果（Ｂ／Ｃ）  
 48億円 40億円 1.2   
 便益（Ｂ）の内訳及び主な根拠  
 【内訳】   被害防止便益：47億円 

       残存価値  ：0.6億円 
 

 【主な根拠】 浸水軽減戸数：500戸  
 浸水軽減面積：79ha  
 
４．検討 
 以下の評価項目及び上記の費用対効果分析結果を総合的に判断の上、採択 

 
 
            
 
 

 
 
 
 
 
 

 
５．日程・手続き 
   令和2年度 護岸工に着手予定 
 
６．関係者の意見 
   地元住民や姫路市から早期整備に対する強い要望がある。 

500         - 43 0 - 1       23         -         -         4         2         - -         -
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様式Ｃ 
   

 箇所名：山根川大規模特定河川事業 
   

１．事業の概要  
  １）位  置：兵庫県たつの市  
  ２）河川名：揖保川

い ぼ が わ

水系山根
や ま ね

川
がわ

  
  ３）諸 元：井堰改築、河道掘削、護岸  
 ４）総事業費：5.0億円 
 
２．目的及び必要性   
 １）目  的：10年に１回程度の降雨で発生する洪水に対して浸水被害を軽減  
  ２）必要性：一級河川揖保川水系山根川は、流下能力の不足から度重なる浸水被害に

見舞われている。既往最大である昭和51年9月台風第17号洪水では、浸水
面積230ha、浸水家屋1,077戸の甚大な被害が生じた。このため補助事業
により、井堰の改築等を集中的に実施し、早期に地域の安全性の向上を
図る。 

 
３．費用効果分析の結果 
   治水経済調査マニュアル（案）に基づいて分析。 
 便 益（Ｂ） 費 用（Ｃ） 事業効果（Ｂ／Ｃ）  
 415億円 16億円 26.8   
 便益（Ｂ）の内訳及び主な根拠  
 【内訳】   被害防止便益：414億円 

       残存価値  ：0.5億円 
 

 【主な根拠】 年平均浸水被害軽減戸数：1,077戸  
 年平均浸水被害軽減面積：230ha  
 
４．検討 
 以下の評価項目及び上記の費用対効果分析結果を総合的に判断の上、採択 

 
 
            
 
 

 
 
 
 
 

 
５．日程・手続き 
   令和2年度 護岸工に着手予定 
 
６．関係者の意見 
   地元住民やたつの市から早期整備に対する強い要望がある。 
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様式Ｃ 
   

 箇所名：曽我川大規模特定河川事業 
   

１．事業の概要  
  １）位  置：奈良県

な ら け ん

広 陵 町
こうりょうちょう

、橿原市
かしはらし

、大和高田市
や ま と た か だ し

  
  ２）河川名：大和

や ま と

川
がわ

水系曽我
そ が

川
がわ

  
  ３）諸 元：河道掘削   
 ４）総事業費：7.2億円 
 
２．目的及び必要性   
 １）目  的：浸水被害の軽減  
  ２）必要性： 

・大和川水系曽我川に合流する小金打川では、平成29年台風21号で甚大な内水被害が

発生した。内水被害解消には、重井出井堰から小金打川合流点までの曽我川の河床

を下げる必要がある。このため補助事業により、河床の切り下げを集中的に実施し、

治水安全度の向上を図る必要がある。 
 
３．費用効果分析の結果 
   治水経済調査マニュアル（案）に基づいて分析。 
 便 益（Ｂ） 費 用（Ｃ） 事業効果（Ｂ／Ｃ）  
 65億円 41億円 1.6   
 便益（Ｂ）の内訳及び主な根拠  
 【内訳】   被害防止便益：64億円 

       残存価値  ：1億円 
 

 【主な根拠】 年平均浸水被害軽減戸数：14戸  
 年平均浸水被害軽減面積：24ha  
 
４．検討 
 以下の評価項目及び上記の費用対効果分析結果を総合的に判断の上、採択 

  
 
            
 
 

 
 
 
 
 

 
５．日程・手続き 
   令和2年度 河道掘削に着手予定 
 
６．関係者の意見 
   地元住民等から早期着手、早期整備に対する強い要望がある。  



様式Ｃ 
  
 箇所名：小金打川大規模特定河川事業 
   

１．事業の概要  
  １）位  置：奈良県

な ら け ん

大和高田市
や ま と た か だ し

  
  ２）河川名：大和

や ま と

川
がわ

水系小金打
こがねうち

川
がわ

  
  ３）諸 元：河道掘削   
 ４）総事業費：7.5億円 
 
２．目的及び必要性   
 １）目  的：浸水被害の軽減  
  ２）必要性： 

・大和川水系小金打川は、川幅が狭小なことから、洪水を流下する能力が著しく不足

し、平成29年台風21号で甚大な被害が発生した。このため補助事業により、橋梁の

架替などを含めた河川改修を集中的に実施し、治水安全度の向上を図る必要がある。 
 
３．費用効果分析の結果 
   治水経済調査マニュアル（案）に基づいて分析。 
 便 益（Ｂ） 費 用（Ｃ） 事業効果（Ｂ／Ｃ）  
 51億円 43億円 1.2   
 便益（Ｂ）の内訳及び主な根拠  
 【内訳】   被害防止便益：50億円 

       残存価値  ：1.0億円 
 

 【主な根拠】 年平均浸水被害軽減戸数：7戸  
 年平均浸水被害軽減面積：30ha  
 
４．検討 
 以下の評価項目及び上記の費用対効果分析結果を総合的に判断の上、採択 

  
 
            
 
 

 
 
 
 
 
 

 
５．日程・手続き 
   令和2年度 河道掘削に着手予定 
 
６．関係者の意見 
   地元住民等から早期着手、早期整備に対する強い要望がある。  



様式Ｃ 
   

 箇所名：富雄川大規模特定河川事業 
   

１．事業の概要  
  １）位  置：奈良県

な ら け ん

斑鳩町
いかるがちょう

  
  ２）河川名：大和

や ま と

川
がわ

水系富雄
と み お

川
がわ

  
  ３）諸 元：河道掘削、井堰改築   
 ４）総事業費：15億円 
 
２．目的及び必要性   
 １）目  的：浸水被害の軽減  
  ２）必要性： 

・大和川水系富雄川は、川幅が狭小なことから、洪水を流下する能力が著しく不足し、

平成12年7月に甚大な被害が発生した。このため補助事業により、井堰の改築など

を含めた河川改修を集中的に実施し、治水安全度の向上を図る必要がある。 
 
３．費用効果分析の結果 
   治水経済調査マニュアル（案）に基づいて分析。 
 便 益（Ｂ） 費 用（Ｃ） 事業効果（Ｂ／Ｃ）  
 713億円 194億円 3.7   
 便益（Ｂ）の内訳及び主な根拠  
 【内訳】   被害防止便益：713億円 

       残存価値：0億円  
 

 【主な根拠】 年平均浸水被害軽減戸数：188戸  
 年平均浸水被害軽減面積：188ha  
 
４．検討 
 以下の評価項目及び上記の費用対効果分析結果を総合的に判断の上、採択 

  
 
            
 
 

 
 
 
 
 

 
 

５．日程・手続き 
   令和2年度 井堰改築に着手予定 
 
６．関係者の意見 
   地元住民等から早期着手、早期整備に対する強い要望がある。 
 



様式Ｃ 
  
 箇所名：古川大規模特定河川事業 
   

１．事業の概要  
  １）位  置：和歌山県

わ か や ま け ん

みなべ町  
  ２）河川名：南部川

みなべがわ

水系古川
ふるかわ

  
  ３）諸 元：河道掘削、護岸工、橋梁架替  
 ４）総事業費：12億円 
 
２．目的及び必要性   
 １）目  的：浸水被害の軽減  
  ２）必要性： 

・当該地域は、平成23年9月台風第12号では流域で床上浸水25戸、床下浸水7戸の被害

が発生している。家屋浸水被害が度々発生していることから、地域住民が安全・安

心に生活できる環境を確保するために治水対策が急務となっている。 
 
３．費用効果分析の結果 
   治水経済調査マニュアル（案）に基づいて分析。 
 便 益（Ｂ） 費 用（Ｃ） 事業効果（Ｂ／Ｃ）  
 81億円 48億円 1.7   
 便益（Ｂ）の内訳及び主な根拠  
 【内訳】   被害防止便益：80億円 

       残存価値  ：0.5億円 
 

 【主な根拠】 年平均浸水被害軽減戸数：124戸  
 年平均浸水被害軽減面積：171ha  
 
４．検討 
 以下の評価項目及び上記の費用対効果分析結果を総合的に判断の上、採択 

  
 
        
    
 
 

 
 

 
 
 
 

５．日程・手続き 
   令和2年度 護岸工、用地補償に着手予定 
 
６．関係者の意見 
   地元住民等から早期整備に対する強い要望がある。   

水系上重要 情報提供
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様式Ｃ 
  
 箇所名：亀の川大規模特定河川事業 
   

１．事業の概要  
  １）位  置：和歌山県

わ か や ま け ん

和歌山市
わ か や ま し

 
  ２）河川名：亀

かめ

の
の

川
がわ

水系亀
かめ

の
の

川
がわ

  
  ３）諸 元：河道掘削、築堤、橋梁架替   
 ４）総事業費：20億円 
 
２．目的及び必要性   
 １）目  的：浸水被害の軽減  
  ２）必要性： 

・当該地域は、平成29年10月台風第21号では床上浸水29戸、床下浸水86戸の被害が発

生している。家屋浸水被害が度々発生していることから、地域住民が安全・安心に

生活できる環境を確保するために治水対策が急務となっている。 
 
３．費用効果分析の結果 
   治水経済調査マニュアル（案）に基づいて分析。 
 便 益（Ｂ） 費 用（Ｃ） 事業効果（Ｂ／Ｃ）  
 3,964億円 40億円 99.5   
 便益（Ｂ）の内訳及び主な根拠  
 【内訳】   被害防止便益：3,963億円 

       残存価値  ：0.40億円 
 

 【主な根拠】 浸水軽減戸数：4,631戸  
 浸水軽減面積：419ha  
 
４．検討 
以下の評価項目及び上記の費用対効果分析結果を総合的に判断の上、採択 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
５．日程・手続き 
   令和２年度 築堤工に着手予定 
 
６．関係者の意見 
   地元住民等から早期整備に対する強い要望がある。 

  

水系上重要 情報提供
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最大孤
立戸数

最大浸
水農地

面積(ha)

避難勧
告（回）

重要公
共施設

災害弱
者施設

交通遮
断時間

農地面
積(ha)

重要公
共施設

災害弱
者施設

浸水回
数（回）

最大浸
水戸数

最大軒
下浸水
戸数

災害発生時の影響（想氾区域内） 過去の災害実績（過去１０ヶ年間）

浸水戸数
（戸）

軒下浸
水戸数
（戸）



様式Ｃ 
  
 箇所名：日方川大規模特定河川事業 
   

１．事業の概要  
  １）位  置：和歌山県

わ か や ま け ん

海南市
かいなんし

  
  ２）河川名：日方

ひ か た

川
がわ

水系日方
ひ か た

川
がわ

  
  ３）諸 元：河道掘削、護岸工、橋梁架替  
 ４）総事業費：24億円 
 
２．目的及び必要性   
 １）目  的：浸水被害の軽減  
  ２）必要性： 

・当該地域は、平成24年6月梅雨前線及び台風第4号では床上浸水31戸、床下浸水224

戸の被害が発生している。家屋浸水被害が度々発生していることから、地域住民が

安全・安心に生活できる環境を確保するために治水対策が急務となっている。 
 
３．費用効果分析の結果 
   治水経済調査マニュアル（案）に基づいて分析。 
 便 益（Ｂ） 費 用（Ｃ） 事業効果（Ｂ／Ｃ）  
 1,884億円 35億円 54.5   
 便益（Ｂ）の内訳及び主な根拠  
 【内訳】   被害防止便益：1,884億円 

       残存価値  ：0.3億円 
 

 【主な根拠】 年平均浸水被害軽減戸数：2,263戸  
 年平均浸水被害軽減面積：101ha  
 
４．検討 
 以下の評価項目及び上記の費用対効果分析結果を総合的に判断の上、採択 

 
 
       
     
 
 

 
 
 
 

 
 

５．日程・手続き 
   令和2年度 河道掘削、護岸工に着手予定 
 
６．関係者の意見 
   地元住民等から早期整備に対する強い要望がある。  

水系上重要 情報提供

 有          - 0.53 2年未満          -        34          - 0 0 0  有

災害危
険区域

地域開発の程度

流域内
開発予
定面積

(ha)

被害
実績

水防活
動(回)

ハザード
マップの

公表

災害発生の危険度

上流区
域の浸

水
戸数

想氾区
域内宅
地予定

面積(ha)

現在流
下能力
の割合

現状の
安全度

高齢化
率(％)

事業の緊急度

構造物
経過年

数

       4,182          -        18          8 有 3 255 0 0 36 有 0          - 2

最大孤
立戸数

最大浸
水農地

面積(ha)

避難勧
告（回）

重要公
共施設

災害弱
者施設

交通遮
断時間

農地面
積(ha)

重要公
共施設

災害弱
者施設

浸水回
数（回）

最大浸
水戸数

最大軒
下浸水
戸数

災害発生時の影響（想氾区域内） 過去の災害実績（過去１０ヶ年間）

浸水戸数
（戸）

軒下浸
水戸数
（戸）



様式Ｃ 
   

 箇所名：塩見川大規模特定河川事業 
   

１．事業の概要  
  １）位  置：鳥取県

とっとりけん

鳥取市
とっとりし

  
  ２）河川名：二級河川塩見

し お み

川
がわ

水系
すいけい

塩見
し お み

川
がわ

  
  ３）諸 元：橋梁架替、放水路新設  
 ４）総事業費：28億円 
 
２．目的及び必要性   
 １）目  的：浸水被害の軽減  
  ２）必要性： 

・当該地域は、昭和51年に塩見川が氾濫し、床上浸水33戸、床下浸水38戸の被害が発

生した。その後も平成2年、同18年、同23年、同25年、同29年など頻繁に浸水被害が

発生している。このことから早期の浸水被害防止が必要である。 
 
３．費用効果分析の結果 
   治水経済調査マニュアル（案）に基づいて分析。 
 便 益（Ｂ） 費 用（Ｃ） 事業効果（Ｂ／Ｃ）  
 53億円 29億円 1.8   
 便益（Ｂ）の内訳及び主な根拠  
 【内訳】   被害防止便益：51億円 

       残存価値  ： 2億円 
 

 【主な根拠】 浸水軽減戸数：40戸   
 浸水軽減面積：12ha   
 
４．検討 
 以下の評価項目及び上記の費用対効果分析結果を総合的に判断の上、採択 

  
 
            
 
 

 
 
 
 
 

 
５．日程・手続き 
   令和2年度着手予定 
 
６．関係者の意見 
 以前から地元住民を中心とする河川改修にかかる委員会を組織するなど、度重なる浸水

被害を解消すべく、河川改修等について強い要望がある。 

       97  -  -          3  有り 6 6 - - - 有り 1  - 5.5

最大軒
下浸水
戸数

最大孤
立戸数

交通遮
断時間

災害弱
者施設

浸水回
数（回）

重要公
共施設

浸水戸
数（戸）

重要公
共施設

災害発生時の影響（想氾区域内）

最大浸
水戸数

過去の災害実績（過去１０ヶ年間）

軒下浸
水戸数
（戸）

農地面
積(ha)

最大浸
水農地

面積(ha)

避難勧
告（回）

災害弱
者施設

水系上重要 情報提供

 有り          5 0.17 1/3未満  無        28        41 0 0 0  有り

地域開発の程度

想氾区
域内宅
地予定

面積(ha)

現在流
下能力
の割合

現状の
安全度

高齢化
率(％)

水防活
動(回)

災害危
険区域

ハザード
マップの

公表

事業の緊急度

被害
実績

流域内
開発予
定面積

(ha)

構造物
経過年

数

災害発生の危険度

上流区
域の浸

水
戸数



様式Ｃ 
   

 箇所名：砂田川大規模特定河川事業 
   

１．事業の概要  
  １）位  置：鳥取県

とっとりけん

鳥取市
とっとりし

  
  ２）河川名：一級河川千代川

せんだいがわ

水系砂
すな

田川
だ が わ

  
  ３）諸 元：ＪＲ橋梁改築 1橋  
 ４）総事業費：17億円 
 
２．目的及び必要性   
 １）目  的：浸水被害の軽減  
  ２）必要性： 

・当該地域は、昭和54年に大路川が氾濫し、床上浸水329戸、床下浸水218戸の被害が

発生した。このことから早期の浸水被害防止が必要である。 
 
３．費用効果分析の結果 
   治水経済調査マニュアル（案）に基づいて分析。 
 便 益（Ｂ） 費 用（Ｃ） 事業効果（Ｂ／Ｃ）  
 223億円 66億円 3.4   
 便益（Ｂ）の内訳及び主な根拠  
 【内訳】   被害防止便益：220億円 

       残存価値  ：3億円 
 

 【主な根拠】 浸水軽減戸数：597戸  
 浸水軽減面積：189ha  
 
４．検討 
 以下の評価項目及び上記の費用対効果分析結果を総合的に判断の上、採択 

 
 
            
 
 

 
 
 
 
 

 
５．日程・手続き 
   令和2年度着手予定 
 
６．関係者の意見 
 以前から地元住民、行政機関を中心とする治水懇談会を組織しており、度重なる浸水被

害を解消すべく、河川改修等について強い要望がある。 

   2,930          -  -          6          2 3 13 0 0 1.16 2 0          - 0

最大軒
下浸水
戸数

最大孤
立戸数

交通遮
断時間

災害弱
者施設

浸水回
数（回）

重要公
共施設

浸水戸
数（戸）

重要公
共施設

災害発生時の影響（想氾区域内）

最大浸
水戸数

過去の災害実績（過去１０ヶ年間）

軒下浸
水戸数
（戸）

農地面
積(ha)

最大浸
水農地

面積(ha)

避難勧
告（回）

災害弱
者施設

水系上重要 情報提供

 有          4 0.40 1/5未満  無        28      100 0 0 0  有

地域開発の程度

想氾区
域内宅
地予定

面積(ha)

現在流
下能力
の割合

現状の
安全度

高齢化
率(％)

水防活
動(回)

災害危
険区域

ハザード
マップの

公表

事業の緊急度

被害
実績

流域内
開発予
定面積

(ha)

構造物
経過年

数

災害発生の危険度

上流区
域の浸

水
戸数



様式Ｃ 

     571  -          7          2  有 - - - - - - -  - -

最大軒
下浸水
戸数

最大孤
立戸数

交通遮
断時間

災害弱
者施設

浸水回
数（回）

重要公
共施設

避難勧
告（回）

最大浸
水農地

面積(ha)

最大浸
水戸数

過去の災害実績（過去１０ヶ年間）

軒下浸
水戸数
（戸）

農地面
積(ha)

重要公
共施設

浸水戸
数（戸）

災害弱
者施設

災害発生時の影響（想氾区域内）

   
 箇所名：中川大規模特定河川事業 
   

１．事業の概要  
  １）位  置：島

しま

根
ね

県
けん

松江
ま つ え

市
し

  
  ２）河川名：一 級

いっきゅう

河川
か せ ん

斐
ひ

伊
い

川
かわ

水
すい

系
けい

中川
なかがわ

  
  ３）諸 元：河道拡幅、護岸、橋梁架け替え等  
 ４）総事業費：17億円 
 
２．目的及び必要性   
 １）目  的：浸水被害の軽減  
  ２）必要性： 

・斐伊川水系中川は、松江市の中心市街地を流下しており、平成18年7月豪雨では床

上6戸、床下88戸もの甚大な被害が発生したほか、近年も浸水被害が度々発生して

いる。このことから、早期の浸水被害の軽減が必要である。 
 
３．費用効果分析の結果 
   治水経済調査マニュアル（案）に基づいて分析。 
 便 益（Ｂ） 費 用（Ｃ） 事業効果（Ｂ／Ｃ）  
 281億円 113億円 2.5   
 便益（Ｂ）の内訳及び主な根拠  
 【内訳】   被害防止便益：275億円 

       残存価値  ：6億円 
 

 【主な根拠】 浸水被害軽減戸数：571戸  
 浸水被害軽減面積：37.5ha  
 
４．検討 
 以下の評価項目及び上記の費用対効果分析結果を総合的に判断の上、採択 

   
 
            
 
 

 
 
 
 
 

 
５．日程・手続き 
   令和2年度 物件補償、建物調査を実施予定 
 
６．関係者の意見 
   地元住民等から早期着手、早期整備に対する強い要望がある。 

水系上重要 情報提供

 無  - 0.10 5年未満  無      28.2  - - - -  有

想氾区
域内宅
地予定

面積(ha)

現在流
下能力
の割合

現状の
安全度

高齢化
率(％)

水防活
動(回)

ハザード
マップの

公表

災害危
険区域

地域開発の程度事業の緊急度

被害
実績

流域内
開発予
定面積

(ha)

構造物
経過年

数

災害発生の危険度

上流区
域の浸

水
戸数



様式Ｃ 
   

 箇所名：備中川大規模特定河川事業 
   

１．事業の概要  
  １）位  置：岡山県真庭市

ま に わ し

  
  ２）河川名：旭 川

あさひがわ

水系
すいけい

備 中
びっちゅう

川
がわ

  
  ３）諸 元：河道掘削、築堤、護岸、橋梁架替等  
 ４）総事業費：10億円 
 
２．目的及び必要性   
 １）目  的：浸水被害の防止  
  ２）必要性： 

・当該地域は、戦後最大規模のS47.7洪水が再度発生した場合、備中川沿川で最大約2

48ha、約465戸の家屋が浸水するおそれがある。浸水が想定される区域内には国道3

13号などが存在し、被災時には甚大な被害が予想される。このことから早期の浸水

被害防止が必要である。 
 
３．費用効果分析の結果 
   治水経済調査マニュアル（案）に基づいて分析。 
 便 益（Ｂ） 費 用（Ｃ） 事業効果（Ｂ／Ｃ）  
 18,510億円 376億円 49.2   
 便益（Ｂ）の内訳及び主な根拠  
 【内訳】   被害防止便益：18,487億円 

       残存価値  ：22億円 
 

 【主な根拠】 浸水被害軽減戸数：465戸 

は 
 

 浸水被害軽減面積：248ha  
 
４．検討 
 以下の評価項目及び上記の費用対効果分析結果を総合的に判断の上、採択 

  
 
            
 
 

 
 
 
 
 

 
５．日程・手続き 
   令和2年度 河道掘削に着手予定 
 
６．関係者の意見 
   地元住民等から早期着手、早期整備に対する強い要望がある。 

     465      465      118          6          5

災害弱
者施設

災害発生時の影響（想氾区域内）

最大浸
水戸数

過去の災害実績（過去１０ヶ年間）

軒下浸
水戸数
（戸）

農地面
積(ha)

重要公
共施設

浸水戸
数（戸）

避難勧
告（回）

最大浸
水農地

面積(ha)

最大軒
下浸水
戸数

最大孤
立戸数

交通遮
断時間

災害弱
者施設

浸水回
数（回）

重要公
共施設

水系上重要 情報提供

 無          1 0.70 10年未満        37  有

事業の緊急度

被害
実績

流域内
開発予
定面積

(ha)

構造物
経過年

数

災害発生の危険度

上流区
域の浸

水
戸数

災害危
険区域

地域開発の程度

想氾区
域内宅
地予定

面積(ha)

現在流
下能力
の割合

現状の
安全度

高齢化
率(％)

水防活
動(回)

ハザード
マップの

公表



様式Ｃ 
   

 箇所名：滝川大規模特定河川事業 
   

１．事業の概要  
  １）位  置：岡山県勝田郡

かつたぐん

勝 央 町
しょうおうちょう

  
  ２）河川名：吉

よし

井川
い が わ

水系
すいけい

滝川
たきがわ

  
  ３）諸 元：可動堰、護岸、橋梁 等  
 ４）総事業費：10億円 
 
２．目的及び必要性   
 １）目  的：浸水被害の防止  
  ２）必要性： 

・当該地域は、平成2年の台風19号の豪雨による洪水等で甚大な浸水被害が発生した。
このことから、補助事業により、堰等の改築等を集中的に実施し、早期に地域の安
全性の向上を図る。 

 
３．費用効果分析の結果 
   治水経済調査マニュアル（案）に基づいて分析。 
 便 益（Ｂ） 費 用（Ｃ） 事業効果（Ｂ／Ｃ）  
 731億円 43億円 16.8   
 便益（Ｂ）の内訳及び主な根拠  
 【内訳】   被害防止便益：731億円 

       残存価値  ：  0.1億円 
 

 【主な根拠】 浸水被害軽減戸数：203戸  
 浸水被害軽減面積：94.8ha   
 
４．検討 
 以下の評価項目及び上記の費用対効果分析結果を総合的に判断の上、採択 

  
 
            
 
 

  
 
 
 
 

 
５．日程・手続き 
   令和2年度 可動堰に着手予定 
 
６．関係者の意見 
   地元自治体から早期着手、早期整備に対する強い要望がある。 

     203      203        24          1          2 2 3 0 0 0.1 - 0          - 0

災害弱
者施設

災害発生時の影響（想氾区域内）

最大浸
水戸数

過去の災害実績（過去１０ヶ年間）

軒下浸
水戸数
（戸）

農地面
積(ha)

重要公
共施設

浸水戸
数（戸）

避難勧
告（回）

最大浸
水農地

面積(ha)

最大軒
下浸水
戸数

最大孤
立戸数

交通遮
断時間

災害弱
者施設

浸水回
数（回）

重要公
共施設

水系上重要 情報提供

 有          - 0.40 2年確率  無      29.7          - 0 0 0  有

事業の緊急度

被害
実績

流域内
開発予
定面積

(ha)

構造物
経過年

数

災害発生の危険度

上流区
域の浸

水
戸数

災害危
険区域

地域開発の程度

想氾区
域内宅
地予定

面積(ha)

現在流
下能力
の割合

現状の
安全度

高齢化
率(％)

水防活
動(回)

ハザード
マップの

公表



様式Ｃ 
   

 箇所名：旭川大規模特定河川事業 
   

１．事業の概要  
  １）位  置：岡山県

おかやまけん

岡山市
おかやまし

  
  ２）河川名：旭 川

あさひがわ

水系
すいけい

旭 川
あさひかわ

  
  ３）諸 元：河道掘削、築堤、護岸、取水設備、樋門等  
 ４）総事業費：11億円 
 
２．目的及び必要性   
 １）目  的：浸水被害の防止  
  ２）必要性： 

・当該地域は、平成10年10月の台風10号の洪水では、沿川で最大約23.4ha、約16戸の

家屋が浸水する被害が発生した。このことから早期の浸水被害防止が必要である。 
 
３．費用効果分析の結果 
   治水経済調査マニュアル（案）に基づいて分析。 
 便 益（Ｂ） 費 用（Ｃ） 事業効果（Ｂ／Ｃ）  
 32億円 21億円 1.5   
 便益（Ｂ）の内訳及び主な根拠  
 【内訳】   被害防止便益：31億円 

       残存価値  ： 1億円  
 

 【主な根拠】 浸水被害軽減戸数：52戸  
 浸水被害軽減面積：12.5ha  
 
４．検討 
 以下の評価項目及び上記の費用対効果分析結果を総合的に判断の上、採択 
 
            
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
５．日程・手続き 
   令和２年度 取水設備に着手予定 
 
６．関係者の意見 
   地元住民等から早期整備に対する強い要望がある。 
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様式Ｃ 
   

 箇所名：島田川大規模特定河川事業 
   

１．事業の概要  
  １）位  置：山口県

やまぐちけん

光市
ひかりし

  
  ２）河川名：島

しま

田川
た が わ

水系島
しま

田川
た が わ

  
  ３）諸 元：河道掘削、護岸、築堤、樋門等  
 ４）総事業費：20億円 
 
２．目的及び必要性   
 １）目  的：浸水被害の軽減  
  ２）必要性： 

・当該地域は、平成30年7月豪雨により、床上浸水109戸、床下浸水227戸の浸水被害

が発生した。このことから早期の浸水被害防止が必要である。 
 
３．費用効果分析の結果 
   治水経済調査マニュアル（案）に基づいて分析。 
 便 益（Ｂ） 費 用（Ｃ） 事業効果（Ｂ／Ｃ）  
 174億円 60億円 2.9   
 便益（Ｂ）の内訳及び主な根拠  
 【内訳】   被害防止便益：173億円 

       残存価値  ：  1億円 
 

 【主な根拠】 浸水被害軽減戸数：854戸  
 浸水被害軽減面積：293ha  
 
４．検討 
 以下の評価項目及び上記の費用対効果分析結果を総合的に判断の上、採択 

  
 
            
 
 

 
 
 
 
 

 
 
 
５．日程・手続き 
   令和2年度 河道掘削、護岸に着手予定 
 
６．関係者の意見 
   地元住民等から早期整備に対する強い要望がある。 

水系上重要 情報提供
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様式Ｃ 
   

 箇所名：中川大規模特定河川事業 
   

１．事業の概要  
  １）位  置：山口県

やまぐちけん

宇部市
う べ し

  
  ２）河川名：厚東

こ と う

川
がわ

水系中川
なかがわ

  
  ３）諸 元：護岸、橋梁架替、河道掘削等  
 ４）総事業費：23億円 
 
２．目的及び必要性   
 １）目  的：浸水被害の軽減  
  ２）必要性： 

・当該地域は、平成5年7月の豪雨により床下浸水212戸、平成8年8月の台風では床上

浸水1戸、床下浸水181戸の浸水被害が発生した。このことから早期の浸水被害防止

が必要である。 

 
３．費用効果分析の結果 
   治水経済調査マニュアル（案）に基づいて分析。 
 便 益（Ｂ） 費 用（Ｃ） 事業効果（Ｂ／Ｃ）  
 143億円 64億円 2.2   
 便益（Ｂ）の内訳及び主な根拠  
 【内訳】   被害防止便益：143億円 

       残存価値  ： 0.2億円 
 

 【主な根拠】 浸水被害軽減戸数：5,339戸  
 浸水被害軽減面積：201ha  
+ 
４．検討 
 以下の評価項目及び上記の費用対効果分析結果を総合的に判断の上、採択 

   
 
            
 
 

 
 
 
 
 
 

 
５．日程・手続き 
   令和2年度 橋梁上部工、護岸に着手予定 
 
６．関係者の意見 
   地元住民等から早期整備に対する強い要望がある。 

水系上重要 情報提供
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様式Ｃ 
   

 箇所名：那賀川大規模特定河川事業 
   

１．事業の概要  
  １）位  置：徳島県

とくしまけん

那賀郡
な か ぐ ん

那賀町
ながちょう

  
  ２）河川名：一級河川那賀川

な か が わ

水系那賀川
な か が わ

  
  ３）諸 元：河道掘削、護岸、築堤  
 ４）総事業費：6.0億円 
 
２．目的及び必要性   
１）目  的：浸水被害の防止 

  ２）必要性： 
・当該地域は、H26.8洪水が再度発生した場合、那賀川沿川で最大4ha、38戸の家屋が

浸水するおそれがある。浸水が想定される区域内には町営住宅などが存在し、被災

時には甚大な被害が予想される。このことから早期の浸水被害防止が必要である。 
 
３．費用効果分析の結果 
   治水経済調査マニュアル（案）に基づいて分析。 
 便 益（Ｂ） 費 用（Ｃ） 事業効果（Ｂ／Ｃ）  
 16億円 15億円 1.1   
 便益（Ｂ）の内訳及び主な根拠  
 【内訳】   被害防止便益：15億円 

       残存価値  ：0.6億円 
 

 【主な根拠】 年平均浸水被害軽減戸数：4戸  
 年平均浸水被害軽減面積：0.3ha  
 
４．検討 
 以下の評価項目及び上記の費用対効果分析結果を総合的に判断の上、採択 
 
            
 
 

 
 
 
 
 

 
 

５．日程・手続き 
   令和2年度、河道掘削および護岸工に着手予定。 
 
６．関係者の意見 
   地元住民等から早期整備に対する強い要望がある。 

       38        19          -          1          1 2 38 19 38 0 2 1          1 -

最大浸
水農地

面積(ha)

最大軒
下浸水
戸数

最大孤
立戸数

交通遮
断時間

災害弱
者施設

浸水回
数（回）

避難勧
告（回）

最大浸
水戸数

過去の災害実績（過去１０ヶ年間）

軒下浸
水戸数
（戸）

農地面
積(ha)

重要公
共施設

重要公
共施設

災害弱
者施設

災害発生時の影響（想氾区域内）

浸水戸
数（戸）

水系上重要 情報提供

         2          2 0.50 2年未満  -        47        40 - - -  未

想氾区
域内宅
地予定

面積(ha)

現在流
下能力
の割合

現状の
安全度

高齢化
率(％)

水防活
動(回)

災害危
険区域

地域開発の程度

ハザード
マップの

公表

災害発生の危険度

上流区
域の浸

水
戸数

事業の緊急度

被害
実績

流域内
開発予
定面積

(ha)

構造物
経過年

数



様式Ｃ 
   

 箇所名：寒水川大規模特定河川事業 
   

１．事業の概要  
  １）位  置：佐賀県

さ が け ん

みやき 町
ちょう

  
  ２）河川名：筑後

ち く ご

川
がわ

水系
すいけい

寒
しょう

水川
ず が わ

  
  ３）諸 元：堰改築、河道掘削  
 ４）総事業費：16億円 
 
２．目的及び必要性   
 １）目  的：浸水被害の軽減  
  ２）必要性： 

・当該地域は、平成2年7月の洪水で、浸水戸数454戸、浸水面積720haもの甚大な被害

が発生した。このことから早期の浸水被害防止が必要である。 
 
３．費用効果分析の結果 
   治水経済調査マニュアル（案）に基づいて分析。 
 便 益（Ｂ） 費 用（Ｃ） 事業効果（Ｂ／Ｃ）  
 1,027億円 331億円 3.1   
 便益（Ｂ）の内訳及び主な根拠  
 【内訳】   被害防止便益：1,026億円 

       残存価値  ：0.5億円 
 

 【主な根拠】 年平均浸水被害軽減戸数：347戸  
         年平均浸水被害軽減面積：443ha  
 
４．検討 
 以下の評価項目及び上記の費用対効果分析結果を総合的に判断の上、採択 

 

 
 
 
 
 
 

 
 

５．日程・手続き 
   令和2年度 橋梁の取付道路等に着手予定 
 
６．関係者の意見 
   地元住民等から早期着手、早期整備に対する強い要望がある。 



様式Ｃ 
   

 箇所名：中池江川大規模特定河川事業 
   

１．事業の概要  
  １）位  置：佐賀県

さ が け ん

神埼市
かんざきし

  
  ２）河川名：筑後

ち く ご

川
がわ

水系
すいけい

中池
な か ち

江川
え が わ

  
  ３）諸 元：橋梁改築、河道掘削  
 ４）総事業費：15億円 
 
２．目的及び必要性   
 １）目  的：浸水被害の軽減  
  ２）必要性： 

・当該地域は、平成2年7月の洪水で、浸水戸数12,614戸、浸水面積5,447haもの甚大

な被害が発生した。このことから早期の浸水被害防止が必要である。 
 
３．費用効果分析の結果 
   治水経済調査マニュアル（案）に基づいて分析。 
 便 益（Ｂ） 費 用（Ｃ） 事業効果（Ｂ／Ｃ）  
 9,307億円 1,779億円 5.2   
 便益（Ｂ）の内訳及び主な根拠  
 【内訳】   被害防止便益：9,262億円 

       残存価値  ：45億円 
 

 【主な根拠】 年平均浸水被害軽減戸数：3,936戸  
         年平均浸水被害軽減面積：734ha  
 
４．検討 
 以下の評価項目及び上記の費用対効果分析結果を総合的に判断の上、採択 

  

 
 
 
 
 
 

 
 

５．日程・手続き 
   令和2年度 樋管設置等に着手予定 
 
６．関係者の意見 
   地元住民等から早期着手、早期整備に対する強い要望がある。 



様式Ｃ 
   

 箇所名：浜川大規模特定河川事業 
   

１．事業の概要  
  １）位  置：佐賀県

さ が け ん

鹿島市
か し ま し

  
  ２）河川名：浜川

はまがわ

水系
すいけい

浜川
はまがわ

  
  ３）諸 元：堰・落差工改築、河道掘削  
 ４）総事業費：12億円 
 
２．目的及び必要性   
 １）目  的：浸水被害の軽減  
  ２）必要性： 

・当該地域は、平成2年7月の洪水で、浸水戸数285戸、浸水面積110haもの甚大な被害

が発生した。このことから早期の浸水被害防止が必要である。 
 
３．費用効果分析の結果 
   治水経済調査マニュアル（案）に基づいて分析。 
 便 益（Ｂ） 費 用（Ｃ） 事業効果（Ｂ／Ｃ）  
 2,354億円 170億円 13.8   
 便益（Ｂ）の内訳及び主な根拠  
 【内訳】   被害防止便益：2,354億円 

       残存価値  ：0.3億円 
 

 【主な根拠】 年平均浸水被害軽減戸数：148戸  
         年平均浸水被害軽減面積：24ha  
 
４．検討 
 以下の評価項目及び上記の費用対効果分析結果を総合的に判断の上、採択 

  

 
 
 
 
 
 

 
 

５．日程・手続き 
   令和2年度 河道掘削等に着手予定 
 
６．関係者の意見 
   地元住民等から早期着手、早期整備に対する強い要望がある。 



様式Ｃ 
   

 箇所名：江ノ浦川大規模特定河川事業 
   

１．事業の概要  
  １）位  置：長崎県

ながさきけん

諫早市
いさはやし

  
  ２）河川名：江ノ浦

え の う ら

川
がわ

水系
すいけい

江ノ浦
え の う ら

川
がわ

  
  ３）諸 元： 護岸、築堤、掘削、橋梁架替 等  
 ４）総事業費：18億円 
 
２．目的及び必要性   
 １）目  的：浸水被害の軽減  
  ２）必要性： 

・当該地域は、昭和57年7月の豪雨により、床下浸水480戸、浸水面積105haの甚大な

被害が発生した。また、近年においても家屋浸水や道路冠水の被害が生じている。

このことから、早期の浸水被害の軽減が必要である。 
 
３．費用効果分析の結果 
   治水経済調査マニュアル（案）に基づいて分析。 
 便 益（Ｂ） 費 用（Ｃ） 事業効果（Ｂ／Ｃ）  
 140億円 122億円 1.1   
 便益（Ｂ）の内訳及び主な根拠  
 【内訳】   被害防止便益：139億円 

       残存価値  ：  1億円 
 

 【主な根拠】 年平均浸水被害軽減戸数：3戸  
 年平均浸水被害軽減面積：1.7ha  
 
４．検討 
 以下の評価項目及び上記の費用対効果分析結果を総合的に判断の上、採択 
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５．日程・手続き 
   令和2年度 橋梁架替を実施 
 
６．関係者の意見 
   地元住民等から早期整備、早期完成に対する強い要望がある。 



様式Ｃ 
   

 箇所名：釣道川大規模特定河川事業 
   

１．事業の概要  
  １）位  置：長崎県

ながさきけん

新上五島町
しんかみごとうちょう

  
  ２）河川名：釣

つり

道川
どうがわ

水系
すいけい

釣
つり

道川
どうがわ

  
  ３）諸 元：河床掘削、鋼矢板工  
 ４）総事業費：5.5億円 
 
２．目的及び必要性   
 １）目  的：浸水被害の軽減  
  ２）必要性： 

・当該地域は、河道が狭小なため、浸水被害が頻発しており、特に平成元年9月の集

中豪雨では、浸水面積29ha、床上浸水79戸、床下浸水154戸等の甚大な被害が発生

した。このことから、早期の浸水被害の軽減が必要である。 

 
３．費用効果分析の結果 
   治水経済調査マニュアル（案）に基づいて分析。 
 便 益（Ｂ） 費 用（Ｃ） 事業効果（Ｂ／Ｃ）  
 152億円 76億円 2.0   
 便益（Ｂ）の内訳及び主な根拠  
 【内訳】   被害防止便益：151億円 

       残存価値  ： 0.6億円 
 

 【主な根拠】 年平均浸水被害軽減戸数：6戸  
 年平均浸水被害軽減面積：0.4ha  
 
４．検討 
 以下の評価項目及び上記の費用対効果分析結果を総合的に判断の上、採択 
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５．日程・手続き 
   令和2年度 鋼矢板工を実施 
 
６．関係者の意見 
   地元住民等から早期整備、早期完成に対する強い要望がある。 



様式Ｃ 
   

 箇所名：白川大規模特定河川事業 
   

１．事業の概要  
  １）位  置：熊本県

くまもとけん

熊本市
くまもとし

  
  ２）河川名：白川

しらかわ

水系
すいけい

白川
しらかわ

  
  ３）諸 元：橋梁架け替え  
 ４）総事業費：12億円 
 
２．目的及び必要性   
 １）目  的：浸水被害の軽減  
  ２）必要性： 

当該地域は、平成24年7月の豪雨で、全壊・半壊183戸、床上浸水321戸、床下浸水2

84戸もの甚大な家屋浸水被害が発生した。 

  このことから早期の浸水被害の軽減が必要である。 
 
３．費用効果分析の結果 
   治水経済調査マニュアル（案）に基づいて分析。 
 便 益（Ｂ） 費 用（Ｃ） 事業効果（Ｂ／Ｃ）  
 589億円 563億円 1.1   
 便益（Ｂ）の内訳及び主な根拠  
 【内訳】   被害防止便益：573億 

       残存価値  ：16億 
 

 【主な根拠】 年平均浸水被害軽減戸数：78戸  
 年平均浸水被害軽減面積：47ha  
 
４．検討 
 以下の評価項目及び上記の費用対効果分析結果を総合的に判断の上、採択 
 
            
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 

 
５．日程・手続き 
   令和2年度 弓削橋架け替えに着手予定 
 
６．関係者の意見 
   地元住民等から早期着手、早期整備に対する強い要望がある。 



様式Ｃ 
   

 箇所名：潤川大規模特定河川事業 
   

１．事業の概要  
  １）位  置：熊本県

くまもとけん

熊本市
くまもとし

、宇土市
う と し

  
  ２）河川名：緑 川

みどりかわ

水系
すいけい

潤
うるご

川
がわ

  
  ３）諸 元：橋梁架替、河道改修  
 ４）総事業費：27億円 
 
２．目的及び必要性  
 １）目  的：浸水被害の軽減  
  ２）必要性： 

・昭和57年7月及び平成19年7月など大規模な浸水被害が発生している。このことから

早期の浸水被害防止が必要である。 
 
３．費用効果分析の結果 
   治水経済調査マニュアル（案）に基づいて分析。 
 便 益（Ｂ） 費 用（Ｃ） 事業効果（Ｂ／Ｃ）  
 464億円 179億円 2.6   
 便益（Ｂ）の内訳及び主な根拠  
 【内訳】   被害防止便益：462億円 

       残存価値  ：2億円 
 

 【主な根拠】 年平均浸水被害軽減戸数：15戸  
 年平均浸水被害軽減面積：26ha  
 
４．検討 
 以下の評価項目及び上記の費用対効果分析結果を総合的に判断の上、採択 

  

 

 

 

 

 
５．日程・手続き 
   令和2年度 河道改修、橋梁架替に着手予定 
 
６．関係者の意見 
   地元住民等から早期着手、早期整備に対する強い要望がある。 
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様式Ｃ 
   

 箇所名：山国川大規模特定河川事業 
   

１．事業の概要  
  １）位  置：大分県

おおいたけん

中津市
な か つ し

  
  ２）河川名：山国

やまくに

川
がわ

水系
すいけい

山国
やまくに

川
がわ

  
  ３）諸 元：河道掘削、堰改築等  
 ４）総事業費：8.5億円 
 
２．目的及び必要性   
 １）目  的：浸水被害の軽減  
  ２）必要性： 

・当該地域は、平成24年7月九州北部豪雨では、床上浸水273戸、床下浸水156戸もの甚

大な被害が発生した。このことから、早期の浸水被害の軽減が必要である。 
 
３．費用効果分析の結果 
   治水経済調査マニュアル（案）に基づいて分析。 
 便 益（Ｂ） 費 用（Ｃ） 事業効果（Ｂ／Ｃ）  
 238億円 59億円 4.0   
 便益（Ｂ）の内訳及び主な根拠  
 【内訳】   被害防止便益：237億円 

       残存価値  ：  1億円 
 

 【主な根拠】 年平均浸水被害軽減戸数：126戸  
 年平均浸水被害軽減面積：122ha  
４．検討 
 以下の評価項目及び上記の費用対効果分析結果を総合的に判断の上、採択  

 
５．日程・手続き 
   令和2年度 河道掘削等に着手予定 
 
６．関係者の意見 
   地元住民等から早期着手、早期整備に対する強い要望がある。 
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様式Ｃ 
  
 箇所名：五十鈴川大規模特定河川事業 
   

１．事業の概要  
  １）位  置：宮崎県

みやざきけん

東臼杵郡
ひがしうすきぐん

門川町
かどがわちょう

  
  ２）河川名：五十鈴川水系五十鈴川

い す ず が わ す い け い い す ず が わ

  
  ３）諸 元：河道掘削、護岸等  
 ４）総事業費：9.5億円 
 
２．目的及び必要性   
 １）目  的：浸水被害の軽減  
  ２）必要性： 

・当該地域は、平成28年9月の台風16号では、床上浸水25戸、床下浸水48戸、浸水面

積107haもの被害が発生した。このことから早期の浸水被害防止が必要である。 
 
３．費用効果分析の結果 
   治水経済調査マニュアル（案）に基づいて分析。 
 便 益（Ｂ） 費 用（Ｃ） 事業効果（Ｂ／Ｃ）  
 20億円 17億円 1.2   
 便益（Ｂ）の内訳及び主な根拠  
 【内訳】   被害防止便益：19億円 

       残存価値  ： 0.7億円 
 

 【主な根拠】 年平均浸水被害軽減戸数：7.0戸  
 年平均浸水被害軽減面積：4.0ha  
 
４．検討 
 以下の評価項目及び上記の費用対効果分析結果を総合的に判断の上、採択 

 

  

 
           
５．日程・手続き 
   令和2年度 河道掘削に着手予定 
 
６．関係者の意見 
   地元住民等から早期着手、早期整備に対する強い要望がある。 



様式Ｃ 
   

 箇所名：戸高川大規模特定河川事業 
   

１．事業の概要  
  １）位  置：宮崎県

みやざきけん

日南市
にちなんし

  
  ２）河川名：広渡川水系戸高川

ひろとがわすいけいとだかがわ

  
  ３）諸 元：河道掘削、護岸、橋梁架替等  
 ４）総事業費：10億円 
 
２．目的及び必要性   
 １）目  的：浸水被害の軽減  
  ２）必要性： 

・当該地域は、平成2年9月の台風20号では、床上浸水55戸、床下浸水114戸、浸水面

積42haもの被害が発生した。このことから早期の浸水被害防止が必要である。 
 
３．費用効果分析の結果 
   治水経済調査マニュアル（案）に基づいて分析。 
 便 益（Ｂ） 費 用（Ｃ） 事業効果（Ｂ／Ｃ）  
 517億円 99億円 5.2   
 便益（Ｂ）の内訳及び主な根拠  
 【内訳】   被害防止便益：516億円 

       残存価値  ：  0.4億円 
 

 【主な根拠】 年平均浸水被害軽減戸数：374戸  
 年平均浸水被害軽減面積： 11ha  
 
４．検討 
 以下の評価項目及び上記の費用対効果分析結果を総合的に判断の上、採択 

 
 

 
 
 

 
 
 
 
 
 

 
 
５．日程・手続き 
   令和2年度 河道掘削、護岸工に着手予定 
 
６．関係者の意見 
   地元住民等から早期着手、早期整備に対する強い要望がある。 



様式Ｃ 
   

 箇所名：小松川大規模特定河川事業 
   

１．事業の概要  
  １）位  置：宮崎県

みやざきけん

宮崎市
みやざきし

  
  ２）河川名：大淀川

おおよどがわ

水系
すいけい

小松川
こまつがわ

  
  ３）諸 元：河道掘削、護岸  
 ４）総事業費：5.0億円 
 
２．目的及び必要性   
 １）目  的：浸水被害の軽減  
  ２）必要性： 

・当該地域は、河道が狭く、流下能力が不足しているため、度々浸水被害が発生して

いる。流域内には人家や事業所などの資産が集中しており、浸水被害による損害が

大きいことから、早期の浸水被害防止が必要である。 
 
３．費用効果分析の結果 
   治水経済調査マニュアル（案）に基づいて分析。 
 便 益（Ｂ） 費 用（Ｃ） 事業効果（Ｂ／Ｃ）  
 1,940億円 182億円 10.7   
 便益（Ｂ）の内訳及び主な根拠  
 【内訳】   被害防止便益：  1940億円 

       残存価値  ：  0.9億円 
 

 【主な根拠】 年平均浸水被害軽減戸数： 22戸  
 年平均浸水被害軽減面積： 1.5ha  
 
４．検討 
 以下の評価項目及び上記の費用対効果分析結果を総合的に判断の上、採択 
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５．日程・手続き 
   令和2年度 河道掘削に着手予定 
 
６．関係者の意見 
   地元住民等から早期着手、早期整備に対する強い要望がある。 



様式Ｃ 
  
 箇所名：広渡川大規模特定河川事業 
   

１．事業の概要  
  １）位  置：宮崎県

みやざきけん

日南市
にちなんし

  
  ２）河川名：広渡川水系広渡川

ひろとがわすいけいひろとがわ

  
  ３）諸 元：河道掘削、護岸等  
 ４）総事業費：5.0億円 
 
２．目的及び必要性   
 １）目  的：浸水被害の軽減  
  ２）必要性： 

・当該地域は、平成9年9月の台風19号では、床上浸水28戸、床下浸水51戸、浸水面積

108haもの被害が発生した。このことから早期の浸水被害防止が必要である。 
 
３．費用効果分析の結果 
   治水経済調査マニュアル（案）に基づいて分析。 
 便 益（Ｂ） 費 用（Ｃ） 事業効果（Ｂ／Ｃ）  
 166億円 137億円 1.2   
 便益（Ｂ）の内訳及び主な根拠  
 【内訳】   被害防止便益：165億円 

       残存価値  ：  0.7億円 
 

 【主な根拠】 年平均浸水被害軽減戸数：66戸  
 年平均浸水被害軽減面積：48ha  
 
４．検討 
 以下の評価項目及び上記の費用対効果分析結果を総合的に判断の上、採択 

 

 
 

 
 

５．日程・手続き 
   令和2年度 河道掘削に着手予定 
 
６．関係者の意見 
   地元住民等から早期着手、早期整備に対する強い要望がある。 



様式Ｃ 
   

 箇所名：三財川大規模特定河川事業 
   

１．事業の概要  
  １）位  置：宮崎県

みやざきけん

西都市
さ い と し

  
  ２）河川名：一

ひと

ツ
つ

瀬川水系三
せがわすいけいさん

財
ざい

川
がわ

  
  ３）諸 元：河道掘削  
 ４）総事業費：21億円 
 
２．目的及び必要性   
 １）目  的：浸水被害の軽減  
  ２）必要性： 

・当該地域は、平成17年9月の台風14号では、床上浸水369戸、床下浸水240戸、浸水

面積842haもの被害が発生した。このことから早期の浸水被害防止が必要である。 
 
３．費用効果分析の結果 
   治水経済調査マニュアル（案）に基づいて分析。 
 便 益（Ｂ） 費 用（Ｃ） 事業効果（Ｂ／Ｃ）  
 302億円 114億円 2.7   
 便益（Ｂ）の内訳及び主な根拠  
 【内訳】   被害防止便益：300億円 

       残存価値  ： 2億円 
 

 【主な根拠】 年平均浸水被害軽減戸数：20戸  
 年平均浸水被害軽減面積：28ha  
 
４．検討 
 以下の評価項目及び上記の費用対効果分析結果を総合的に判断の上、採択 
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５．日程・手続き 
   令和2年度 河道掘削に着手予定 
 
６．関係者の意見 
   地元住民等から早期着手、早期整備に対する強い要望がある。 



様式Ｃ 
   

 箇所名：大里川大規模特定河川事業 
   

１．事業の概要  
  １）位  置：鹿児島県

か ご し ま け ん

いちき串木野市
く し き の し

  
  ２）河川名：大里川

おおさとがわ

水系
すいけい

大里川
おおさとがわ

  
  ３）諸 元：橋梁架替、河道掘削、護岸  
 ４）総事業費：14億円 
 
２．目的及び必要性   
 １）目  的：浸水被害の軽減  
  ２）必要性： 

・大里川水系大里川は、いちき串木野市、日置市内の住宅密集地を流下しており、橋

梁などが支障となって平成5年豪雨及び令和元年豪雨による洪水等で甚大な被害が

発生した。このため補助事業により、橋梁架替、河道拡幅等を集中的に実施し、早

期に地域の安全性の向上を図る。 
 
３．費用効果分析の結果 
   治水経済調査マニュアル（案）に基づいて分析。 
 便 益（Ｂ） 費 用（Ｃ） 事業効果（Ｂ／Ｃ）  
 53億円 21億円 2.5   
 便益（Ｂ）の内訳及び主な根拠  
 【内訳】   被害防止便益：53億円 

       残存価値  ：0.5億円 
 

 【主な根拠】 年平均浸水被害軽減戸数：111戸  
 年平均浸水被害軽減面積：122ha  
４．検討 
 以下の評価項目及び上記の費用対効果分析結果を総合的に判断の上、採択 

 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 

 
５．日程・手続き 
   令和2年度 掘削、橋梁設計等に着手予定 
 
６．関係者の意見 
   地域住民も早期の河川改修を望んでおり協力的である。 



様式Ｃ 
   

 箇所名：大浦川大規模特定河川事業 
   

１．事業の概要  
  １）位  置：鹿児島県

か ご し ま け ん

南
みなみ

さつま市
し

  
  ２）河川名：大浦川

おおうらがわ

水系
すいけい

大浦川
おおうらがわ

  
  ３）諸 元：河道掘削、築堤、護岸  
 ４）総事業費：5.0億円 
 
２．目的及び必要性   
 １）目  的：浸水被害の軽減  
  ２）必要性： 

・大浦川水系大浦川は、南さつま市大浦町を南から北へ貫流しており、昭和58年、平

成9年、平成12年の豪雨による洪水で甚大な被害が発生した。このため補助事業に

より、河道掘削等を集中的に実施し、早期に地域の安全性の向上を図る。 
 
３．費用効果分析の結果 
   治水経済調査マニュアル（案）に基づいて分析。 
 便 益（Ｂ） 費 用（Ｃ） 事業効果（Ｂ／Ｃ）  
 63億円 50億円 1.3   
 便益（Ｂ）の内訳及び主な根拠  
 【内訳】   被害防止便益：63億円 

       残存価値  ：0.4億円 
 

 【主な根拠】 年平均浸水被害軽減戸数：228戸  
 年平均浸水被害軽減面積：82ha  
 
４．検討 
 以下の評価項目及び上記の費用対効果分析結果を総合的に判断の上、採択 

 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 

 
５．日程・手続き 
   令和2年度 河道掘削に着手予定 
 
６．関係者の意見 
   地域住民も早期の河川改修を望んでおり協力的である。 



様式Ｃ 
   

 箇所名：雄川大規模特定河川事業 
   

１．事業の概要  
  １）位  置：鹿児島県

か ご し ま け ん

南 大 隅 町
みなみおおすみちょう

  
  ２）河川名：雄

お

川
がわ

水系
すいけい

雄
お

川
がわ

  
  ３）諸 元：掘削、築堤、護岸、樋門  
 ４）総事業費：5.0億円 
 
２．目的及び必要性   
 １）目  的：浸水被害の軽減  
  ２）必要性： 

・雄川水系雄川は、肝属郡南大隅町の市街地を流下しており、昭和51年、平成9年、

平成17年の豪雨による洪水で甚大な被害が発生した。このため補助事業により、河

道掘削等を集中的に実施し、早期に地域の安全性の向上を図る。 
 
３．費用効果分析の結果 
   治水経済調査マニュアル（案）に基づいて分析。 
 便 益（Ｂ） 費 用（Ｃ） 事業効果（Ｂ／Ｃ）  
 691億円 130億円 5.3   
 便益（Ｂ）の内訳及び主な根拠  
 【内訳】   被害防止便益：690億円 

       残存価値  ：1億円 
 

 【主な根拠】 年平均浸水被害軽減戸数：338戸  
 年平均浸水被害軽減面積：138ha  
 
４．検討 
 以下の評価項目及び上記の費用対効果分析結果を総合的に判断の上、採択 

 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 

 
５．日程・手続き 
   令和2年度 河道掘削に着手予定 
 
６．関係者の意見 
   地域住民も早期の河川改修を望んでおり協力的である。 



様式Ｃ 
   

 箇所名：甫木川大規模特定河川事業 
   

１．事業の概要  
  １）位  置：鹿児島県

か ご し ま け ん

鹿屋市
か の や し

  
  ２）河川名：肝属

きもつき

川
がわ

水系
すいけい

甫
ほの

木川
き が わ

  
  ３）諸 元：掘削、築堤、護岸、堰改築  
 ４）総事業費：5.0億円 
 
２．目的及び必要性   
 １）目  的：浸水被害の軽減  
  ２）必要性： 

・肝属川水系甫木川は、鹿屋市串良町の中央部を流下しており、平成5年豪雨及び平

成17年の豪雨による洪水で甚大な被害が発生した。このため補助事業により、河道

掘削等を集中的に実施し、早期に地域の安全性の向上を図る。 
 
３．費用効果分析の結果 
   治水経済調査マニュアル（案）に基づいて分析。 
 便 益（Ｂ） 費 用（Ｃ） 事業効果（Ｂ／Ｃ）  
 169億円 25億円 6.8   
 便益（Ｂ）の内訳及び主な根拠  
 【内訳】   被害防止便益：168億円 

       残存価値  ：0.2億円 
 

 【主な根拠】 年平均浸水被害軽減戸数：97戸  
 年平均浸水被害軽減面積：267ha  
 
４．検討 
 以下の評価項目及び上記の費用対効果分析結果を総合的に判断の上、採択 
 

 
 
 
 

 
 
 
 
 
 

 
５．日程・手続き 
   令和2年度 堰改築に着手予定 
 
６．関係者の意見 
   地域住民も早期の河川改修を望んでおり協力的である。 



様式Ｃ 
   

 箇所名：市山川大規模特定河川事業 
   

１．事業の概要  
  １）位  置：鹿児島県

か ご し ま け ん

伊佐市
い さ し

  
  ２）河川名：川

せん

内川
だいがわ

水系
すいけい

市
いち

山川
やまがわ

  
  ３）諸 元：掘削、護岸等  
 ４）総事業費：5.0億円 
 
２．目的及び必要性   
 １）目  的：浸水被害の軽減  
  ２）必要性： 

・川内川水系市山川は、伊佐市の市街地を流下しており、平成18年豪雨による洪水で

甚大な被害が発生した。このため補助事業により、河道掘削等を集中的に実施し、

早期に地域の安全性の向上を図る。 
 
３．費用効果分析の結果 
   治水経済調査マニュアル（案）に基づいて分析。 
 便 益（Ｂ） 費 用（Ｃ） 事業効果（Ｂ／Ｃ）  
 160億円 94億円 1.7   
 便益（Ｂ）の内訳及び主な根拠  
 【内訳】   被害防止便益：159億円 

       残存価値  ：0.5億円 
 

 【主な根拠】 年平均浸水被害軽減戸数：316戸  
 年平均浸水被害軽減面積：227ha  
 
４．検討 
 以下の評価項目及び上記の費用対効果分析結果を総合的に判断の上、採択 
 
 
 
 
 
    
 
 
 
 
 
    
    
５．日程・手続き 
   令和2年度 河道掘削に着手予定 
 
６．関係者の意見 
   地域住民も早期の河川改修を望んでおり協力的である。 



様式Ｃ 
   

 箇所名：別府川大規模特定河川事業 
   

１．事業の概要  
  １）位  置：鹿児島県

か ご し ま け ん

姶良市
あ い ら し

  
  ２）河川名：別

べっ

府川
ぷ が わ

水系
すいけい

別
べっ

府川
ぷ が わ

  
  ３）諸 元：掘削、築堤、護岸  
 ４）総事業費：5.0億円 
 
２．目的及び必要性   
 １）目  的：浸水被害の軽減  
  ２）必要性： 

・別府川水系別府川は、姶良市の市街地を流下しており、昭和46年豪雨による洪水で

甚大な被害が発生した。このため補助事業により、河道掘削等を集中的に実施し、

早期に地域の安全性の向上を図る。 
 
３．費用効果分析の結果 
   治水経済調査マニュアル（案）に基づいて分析。 
 便 益（Ｂ） 費 用（Ｃ） 事業効果（Ｂ／Ｃ）  
 200億円 98億円 2.0   
 便益（Ｂ）の内訳及び主な根拠  
 【内訳】   被害防止便益：199億円 

       残存価値  ：0.9億円 
 

 【主な根拠】 年平均浸水被害軽減戸数：92戸  
 年平均浸水被害軽減面積：68ha  
 
４．検討 
 以下の評価項目及び上記の費用対効果分析結果を総合的に判断の上、採択 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

５．日程・手続き 
   令和2年度 河道掘削に着手予定 
 
６．関係者の意見 
   地域住民も早期の河川改修を望んでおり協力的である。 



様式Ｃ 
   

 箇所名：逢瀬川（上流）事業間連携河川事業 
   

１．事業の概要  
  １）位  置：福島県

ふくしまけん

郡山市
こおりやまし

  
  ２）河川名：阿武

あ ぶ

隈川
くまがわ

水系
すいけい

逢瀬
お お せ

川
がわ

  
  ３）諸 元：河道掘削、築堤、護岸、橋梁架替等  
 ４）総事業費：26億円 
 
２．目的及び必要性   
 １）目  的：浸水被害の軽減  
  ２）必要性： 

・当該地域は、戦後最大規模のS61.8洪水が再度発生した場合、逢瀬川沿川で最大約1

34.5ha、約595戸の家屋が浸水するおそれがある。浸水が想定される区域内には小

学校などが存在し、被災時には甚大な被害が予想される。このことから早期の浸水

被害防止が必要である。 
 
３．費用効果分析の結果 
   治水経済調査マニュアル（案）に基づいて分析。 
 便 益（Ｂ） 費 用（Ｃ） 事業効果（Ｂ／Ｃ）  
 336億円 171億円 2.0   
 便益（Ｂ）の内訳及び主な根拠  
 【内訳】   被害防止便益：333億円 

       残存価値  ：  3億円 
 

 【主な根拠】 年平均浸水被害軽減戸数：12戸  
 年平均浸水被害軽減面積：0.16ha  
 
４．検討 
 以下の評価項目及び上記の費用対効果分析結果を総合的に判断の上、採択 
 
            
 
 

 
 
 
 
 
 

 
５．日程・手続き 
   令和2年度 築堤護岸工に着手予定 
 
６．関係者の意見 
  地元住民等から早期着手、早期整備に対する強い要望がある。 



様式Ｃ 
   
 箇所名：大川事業間連携河川事業 

  
１．事業の概要  
  １）位  置：茨城県ひたちなか市  
  ２）河川名：那珂川

な か が わ

水系
すいけい

大川
おおかわ

  
  ３）諸 元：河道掘削、築堤、橋梁架替、護岸  
 ４）総事業費：16億円 
 
２．目的及び必要性   
 １）目  的：河道を整備することで，上流市街地の浸水被害を軽減  
  ２）必要性： 

・当該地域は，上流の市街地において，家屋の浸水被害が度々発生しているため， 

河道整備を実施し，早期の浸水被害防止が必要である。 
 
３．費用効果分析の結果 
   治水経済調査マニュアル（案）に基づいて分析。 
 便 益（Ｂ） 費 用（Ｃ） 事業効果（Ｂ／Ｃ）  
 422 億円 370 億円 1.1   
 便益（Ｂ）の内訳及び主な根拠  
 【内訳】   被害防止便益：400 億円 

       残存価値  ： 22 億円 
 

 【主な根拠】 年平均浸水被害軽減戸数： 6戸 
年平均浸水被害軽減面積：  25ha 

 
  
 
４．検討 
 以下の評価項目及び上記の費用対効果分析結果を総合的に判断の上、採択 
 
 
            
 
 

 
 
 
 
 

 
５．日程・手続き 
   令和２年度 河道整備に着手予定 
 
６．関係者の意見 
   地元ひたちなか市等から早期着手、早期整備に対する強い要望がある。 
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様式Ｃ 
   
 箇所名：中丸川事業間連携河川事業 

  
１．事業の概要  
  １）位  置：茨城県ひたちなか市  
  ２）河川名：那珂川

な か が わ

水系中
すいけいなか

丸川
まるがわ

  
  ３）諸 元：河道掘削、築堤、護岸  
 ４）総事業費：5.0 億円 
 
２．目的及び必要性   
 １）目  的：河道を整備することで，上流市街地の浸水被害を軽減  
  ２）必要性： 

・当該地域は，上流の市街地において，家屋の浸水被害が度々発生しているため， 

河道整備を実施し，早期の浸水被害防止が必要である。 
 
３．費用効果分析の結果 
   治水経済調査マニュアル（案）に基づいて分析。 
 便 益（Ｂ） 費 用（Ｃ） 事業効果（Ｂ／Ｃ）  
 486 億円 183 億円 2.6   
 便益（Ｂ）の内訳及び主な根拠  
 【内訳】   被害防止便益：485 億円 

       残存価値  ：0.8 億円 
 

 【主な根拠】 年平均浸水被害軽減戸数： 51 戸 
年平均浸水被害軽減面積：  193ha 

 
  
 
４．検討 
 以下の評価項目及び上記の費用対効果分析結果を総合的に判断の上、採択 
 
 
            
 
 

 
 
 
 
 

 
５．日程・手続き 
   令和２年度 河道整備に着手予定 
 
６．関係者の意見 
   地元ひたちなか市等から早期着手、早期整備に対する強い要望がある。 
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様式Ｃ 
   

 箇所名：早川事業間連携河川事業 
   

１．事業の概要  
  １）位  置：神奈川県

か な が わ け ん

箱根町
はこねまち

  
  ２）河川名：早川

はやかわ

水系
すいけい

早川
はやかわ

  
  ３）諸 元：築堤  
 ４）総事業費：2.1億円 
 
２．目的及び必要性   
 １）目  的：浸水被害の軽減  
  ２）必要性： 

・早川は、令和元年10月の台風第19号では、床下浸水5戸の被害が発生した。このこ

とから、早期の浸水被害の軽減が必要である。 
 
３．費用効果分析の結果 
   治水経済調査マニュアル（案）に基づいて分析。 
 便 益（Ｂ） 費 用（Ｃ） 事業効果（Ｂ／Ｃ）  
 73億円 37億円 2.0   
 便益（Ｂ）の内訳及び主な根拠  
 【内訳】   被害防止便益：73億円 

       残存価値  ：0.5億円 
 

 【主な根拠】 年平均浸水被害軽減戸数：15戸  
 年平均浸水被害軽減面積：1.3ha  
 
４．検討 
 以下の評価項目及び上記の費用対効果分析結果を総合的に判断の上、採択 

 記載例） 
 
            
 
 

 
 
 
 
 
 

 
 

５．日程・手続き 
   令和２年度 築堤工に着手予定 
 
６．関係者の意見 
   流域市や地元住民等から早期整備に対する強い要望がある。 
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様式Ｃ 
   

 箇所名：引地川事業間連携河川事業 
   

１．事業の概要  
  １）位  置：神奈川県

か な が わ け ん

藤沢市
ふじさわし

  
  ２）河川名：引地

ひ き じ

川
がわ

水系
すいけい

引地
ひ き じ

川
がわ

  
  ３）諸 元：護岸、橋梁架替、河床掘削  
 ４）総事業費：20億円 
 
２．目的及び必要性   
 １）目  的：浸水被害の軽減  
  ２）必要性： 

・引地川は、平成26年台風第18号では、床上浸水16戸、床下浸水15戸もの甚大な被害

が発生した。このことから、早期の浸水被害の軽減が必要である。 
 
３．費用効果分析の結果 
   治水経済調査マニュアル（案）に基づいて分析。 
 便 益（Ｂ） 費 用（Ｃ） 事業効果（Ｂ／Ｃ）  
 656億円 423億円 1.6   
 便益（Ｂ）の内訳及び主な根拠  
 【内訳】   被害防止便益：651億円 

       残存価値  ：6億円 
 

 【主な根拠】 年平均浸水被害軽減戸数：181戸  
 年平均浸水被害軽減面積：18ha  
 
４．検討 
 以下の評価項目及び上記の費用対効果分析結果を総合的に判断の上、採択 
 
       
     

 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 

５．日程・手続き 
   令和２年度 護岸工に着手予定 
 
６．関係者の意見 
   流域市や地元住民等から早期整備に対する強い要望がある。 
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様式Ｃ 
   

 箇所名：鵜川事業間連携河川事業 
   

１．事業の概要  
  １）位  置：新潟県

にいがたけん

柏崎市
かしわざきし

  
  ２）河川名：鵜川

う か わ

水系
すいけい

鵜川
う か わ

  
  ３）諸 元：河道掘削、築堤  
 ４）総事業費：9.5億円 
 
２．目的及び必要性   
 １）目  的：浸水被害の解消  
  ２）必要性： 

・上流域で建設中の鵜川ダムの運用開始までに、流下能力の低い区間において河道改

修を実施し、整備計画流量を安全に流下させる必要がある。このことから早急に整

備を進める必要がある。 
 
３．費用効果分析の結果 
   治水経済調査マニュアル（案）に基づいて分析。 
 便 益（Ｂ） 費 用（Ｃ） 事業効果（Ｂ／Ｃ）  
 6,644億円 797億円 8.3   
 便益（Ｂ）の内訳及び主な根拠  
 【内訳】   被害防止便益：6,643億円 

       残存価値  ：0.4億円 
 

 【主な根拠】 年平均浸水被害軽減面積：26.6ha  
 年平均浸水被害軽減戸数：396戸  
 
４．検討 
 以下の評価項目及び上記の費用対効果分析結果を総合的に判断の上、採択 

  
            
 
 

 
 
 
 
 
 
 

 
５．日程・手続き 
   令和2年度 河道掘削、築堤工に着手予定 
 
６．関係者の意見 
   地元住民等から早期整備に対する強い要望がある。 
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様式Ｃ 
   

 箇所名：坂口谷川事業間連携河川事業 
   

１．事業の概要  
  １）位  置：静岡県

しずおかけん

牧之原市
ま き の は ら し

 
  ２）河川名：坂口

さ ぐ ち

谷川
や が わ

水系
すいけい

坂口
さ ぐ ち

谷川
や が わ

  
  ３）諸 元：津波対策水門  
 ４）総事業費：22億円 
 
２．目的及び必要性   
 １）目  的：津波浸水被害から人命・資産を守るため津波対策水門を整備する。  
  ２）必要性： 

・当該地域は、南海トラフ巨大地震等に伴う津波による甚大な浸水被害が想定されて

いる。浸水が想定される区域内には重要公共施設などが存在し、被災時には甚大な

被害が予想される。このことから早期の津波被害防止が必要である。 
 
３．費用効果分析の結果 
   治水経済調査マニュアル（案）に基づいて分析。 
 便 益（Ｂ） 費 用（Ｃ） 事業効果（Ｂ／Ｃ）  
 31億円 23億円 1.3   
 便益（Ｂ）の内訳及び主な根拠  
 【内訳】   被害防止便益：31億円 

       残存価値  ：0億円 
 

 【主な根拠】 浸水被害軽減面積：30ha  
 浸水被害軽減戸数：56戸  
 
４．検討 
 以下の評価項目及び上記の費用対効果分析結果を総合的に判断の上、採択 
 
            
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
５．日程・手続き 
   令和2年度 水門本体工（左岸側）に着手予定 
 
６．関係者の意見 
   地元住民等から早期着手、早期整備に対する強い要望がある。 
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様式Ｃ 
  
 箇所名：矢作川事業間連携河川事業 
   

１．事業の概要  
  １）位  置：愛知県

あいちけん

豊田市
と よ た し

   
  ２）河川名：一級河川矢作

や は ぎ

川
がわ

水系
すいけい

矢作川  
  ３）諸 元：河道掘削  
 ４）総事業費：6.4億円 
 
２．目的及び必要性   
 １）目  的： 

国土交通省が実施する矢作ダム再生事業と連携した河道整備によって矢作川の流
下能力を向上させ、東海豪雨と同程度の洪水における浸水被害の軽減を図る。  

  ２）必要性： 
矢作川では、昭和44年8月、昭和47年8月の洪水で豊田市を中心に大きな被害が発

生した。近年では、平成12年9月（東海豪雨）に越水等による氾濫が発生した。 
  その後、国土交通省では矢作ダムの放流能力を増強する事業（矢作ダム再生事業）
を進めており、ダム下流の県管理区間の流下能力の向上が急務となっている。 

 
３．費用効果分析の結果 
   治水経済調査マニュアル（案）に基づいて分析。 
 便 益（Ｂ） 費 用（Ｃ） 事業効果（Ｂ／Ｃ）  
 554億円 27億円 20.4   
 便益（Ｂ）の内訳及び主な根拠  
 【内訳】   被害防止便益：553億円 

       残存価値  ：0.4億円 
 

 【主な根拠】 年平均浸水被害軽減戸数：116戸  
 年平均浸水被害軽減面積：7.5ha  
 
４．検討 
 以下の評価項目及び上記の費用対効果分析結果を総合的に判断の上、採択 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
５．日程・手続き 
   令和2年度に河道掘削に着手予定 
 
６．関係者の意見 
   地元住民等から早期着手、早期整備に対する強い要望がある。 
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様式Ｃ 
   

 箇所名：大阪広域ブロック事業間連携河川事業 
   

１．事業の概要  
  １）位  置：大阪

おおさか

府大阪
おおさか

市  
  ２）河川名：淀川

よどがわ

水系大阪
おおさか

広域
こういき

ブロック 

（六軒家
ろっけんや

川、木
き

津
づ

川、尻
しり

無
なし

川、寝屋
ね や

川・第二
だ い に

寝屋
ね や

川）  
  ３）諸 元：防潮施設の耐震補強  
 ４）総事業費：21億円 
 
２．目的及び必要性   
 １）目  的：海溝型震や直下型地震に対応できるよう、防潮施設の耐震補強を行う。  
  ２）必要性： 大阪市域において、地震による護岸等の崩壊に伴う潮の干満や津波によ

る浸水被害の防止を図るため、事業効果の早期発現、最大化に向け海岸事
業者と連携し、海溝型の巨大地震や直下型地震に対応できるよう、防潮堤
の耐震補強等を行う 

 
３．費用効果分析の結果 
   治水経済調査マニュアル（案）に基づいて分析。 
 便 益（Ｂ） 費 用（Ｃ） 事業効果（Ｂ／Ｃ）  
 2,974億円 404億円 7.4   
 便益（Ｂ）の内訳及び主な根拠  
 【内訳】   被害防止便益：2,971億円 

       残存価値  ：3億円 
 

 【主な根拠】 浸水軽減戸数：約110,000戸  
 浸水軽減面積：約60,800ha  
 
４．検討 
 以下の評価項目及び上記の費用対効果分析結果を総合的に判断の上、採択 
 
  
 
 

 
 
 
 
 
 
 

  
５．日程・手続き 
   令和2年度 防潮施設の耐震補強を実施 
 
６．関係者の意見 
   地元住民等から早期整備に対する強い要望がある。 

約
110,000

 約
33,000

-
5施設以

上
有 0          -          -          -          -          -          -          -          -

最大軒
下浸水
戸数

最大孤
立戸数

交通遮
断時間

浸水戸
数（戸）

災害弱
者施設

避難勧
告（回）

災害弱
者施設

最大浸
水農地

面積(ha)

最大浸
水戸数

浸水回
数（回）

災害発生時の影響（想氾区域内）

農地面
積(ha)

重要公
共施設

重要公
共施設

過去の災害実績（過去１０ヶ年間）

軒下浸
水戸数
（戸）

水系上重要 情報提供

         -
 5回未

満
 0.5以上 10年以上          -

 30～
20％以

上

 40年以
上

 -  -  - 有

想氾区
域内宅
地予定

面積(ha)

現在流
下能力
の割合

現状の
安全度

高齢化
率(％)

事業の緊急度

災害危
険区域

地域開発の程度

流域内
開発予
定面積

(ha)

ハザード
マップの

公表

災害発生の危険度

上流区
域の浸

水
戸数

水防活
動(回)

構造物
経過年

数

被害
実績
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 箇所名：大阪西部地区（道頓堀川・住吉川）事業間連携河川事業 
   

１．事業の概要  
  １）位  置：大阪

おおさか

府大阪
おおさか

市  
  ２）河川名：淀

よど

川水系道
どう

頓
とん

堀
ぼり

川、住
すみ

吉
よし

川  
  ３）諸 元：護岸耐震補強  
 ４）総事業費：38億円 
 
２．目的及び必要性   
 １）目  的：浸水被害の軽減  
  ２）必要性： 

・内閣府中央防災会議の南海トラフ巨大地震・津波被害の公表を受け、液状化による

堤防沈下の影響を考慮した大阪府内の浸水想定を検討した結果、市域全体の約3分

の1が浸水することとなっており、令和5年度までに対策を完了させるべく、大阪

府・市の河川・港湾部門が連携し、耐震補強整備等を実施している。 

・大阪西部地区においては、本市中心部の人口・資産が特に集中する地域を流れる道

頓堀川及び当該地区の中でも津波高潮を防御する水門の外側に位置する住吉川を

含んでおり、被害が生じた場合の影響が甚大にものになる可能性が高いため、近接

する市・海岸事業（高潮対策事業等）と連携して集中的、効率的に事業進捗を図り

ながら、早期の工事完成を実現させる必要がある。 
 
３．費用効果分析の結果 
   治水経済調査マニュアル（案）に基づいて分析。 
 便 益（Ｂ） 費 用（Ｃ） 事業効果（Ｂ／Ｃ）  
 2,974億円 404億円 7.4   
 便益（Ｂ）の内訳及び主な根拠  
 【内訳】   被害防止便益：2,971億円 

       残存価値  ：3億円 
 

 【主な根拠】 浸水軽減戸数：約110,000戸  
 浸水軽減面積：約60,800ha  
 
４．検討 
 以下の評価項目及び上記の費用対効果分析結果を総合的に判断の上、採択 

 

 

 
 
            
５．日程・手続き 
   令和2年度 護岸耐震補強を実施 
 
６．関係者の意見 
   地元住民等から早期整備に対する強い要望がある。 

水系上重要 情報提供

約110,000 約33,000 - 5施設以上 有 0 0 0 0 0 0 0 - 0 - 5回未満 0.5以上 50mm/h以上 - 30～20%以上 40年以上 - - - 有
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軒下浸
水戸数
（戸）
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 箇所名：谷地川事業間連携河川事業 
   

１．事業の概要  
  １）位  置：広島県

ひろしまけん

福山市
ふくやまし

  
  ２）河川名：準用河川谷地

た に ぢ

川
がわ

  
  ３）諸 元：護岸改修・河道掘削  
 ４）総事業費：11億円 
 
２．目的及び必要性   

１） 目  的：浸水被害の軽減  
  ２）必要性： 

手城川流域では、平成30年7月豪雨により床上浸水36戸、床下浸水25戸の浸水被害

が発生した。このことから、広島県事業である「手城川改修及び手城川排水機場」

と連携して早期の浸水被害防止が必要である。 
 
３．費用効果分析の結果 
   治水経済調査マニュアル（案）に基づいて分析。 
 便 益（Ｂ） 費 用（Ｃ） 事業効果（Ｂ／Ｃ）  
 122億円 11億円 11.2   
 便益（Ｂ）の内訳及び主な根拠  
 【内訳】   被害防止便益：121億円 

       残存価値  ：0.3億円 

 

 【主な根拠】 年平均浸水被害軽減戸数： 146戸  
 年平均浸水被害軽減面積： 6ha  
 
４．検討 
 以下の評価項目及び上記の費用対効果分析結果を総合的に判断の上、採択 

  

 
便益の根拠情報等

水系上重要 情報提供

    258     253         -         -  無 4 61 39 0 0 1 0  無 0  有         4 0.59 30mm/h未満  無       28         - 0 0 0  有
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５．日程・手続き 
   令和2年度 詳細設計業務に着手 
 
６．関係者の意見 
   地元住民等から早期着手、早期整備に対する強い要望がある。 
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 箇所名：手城川事業間連携河川事業 
   

１．事業の概要  
  １）位  置：広島県福山市  
  ２）河川名：二級河川手城川水系手城川  
  ３）諸 元：河道掘削、橋梁架替  
 ４）総事業費：9.5億円 
 
２．目的及び必要性   
 １）目  的：床上浸水被害の防止  
  ２）必要性： 

・手城川流域では，平成30年7月豪雨により，床上浸水231戸，床下浸水3,369戸 

もの甚大な被害が発生した。浸水が想定される区域内には，福山市立手城小学校や

城東中学校，老人福祉施設などの要配慮者施設が存在し，被害時には甚大な被害が

予想される。このことから，早期の床上浸水被害の防止が必要である。 
 
３．費用効果分析の結果 
   治水経済調査マニュアル（案）に基づいて分析。 
 便 益（Ｂ） 費 用（Ｃ） 事業効果（Ｂ／Ｃ）  
 1,990億円 397億円 5.0   
 便益（Ｂ）の内訳及び主な根拠  
 【内訳】   被害防止便益：1,986億円 

       残存価値  ：  3億円 
 

 【主な根拠】 年平均浸水被害軽減戸数：732戸  
 年平均浸水被害軽減面積：32ha  
 
４．検討 
 以下の評価項目及び上記の費用対効果分析結果を総合的に判断の上、採択 

 
 
            
 
 

 
 
 
 
 

 
５．日程・手続き 
   令和2年度 河道掘削に着手予定 
 
６．関係者の意見 
   ３年連続（平成28年・平成29年・平成30年）で浸水被害が発生しており，福山市長

や地元住民等から早期着手，早期整備に対する強い要望がある。 

  8,915  -  -         7       25 5 3600 0 0 0 1 7       25 12
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 箇所名：撫養川事業間連携河川事業 
   

１．事業の概要  
  １）位  置：徳島県

とくしまけん

鳴門市
な る と し

  
  ２）河川名：一級河川吉

よし

野川
の が わ

水系撫養
む や

川
がわ

  
  ３）諸 元：堤防耐震対策  
 ４）総事業費：10億円 
 
２．目的及び必要性   
 １）目  的：L1津波襲来時における浸水被害の軽減  
  ２）必要性： 

・当該地域は、今後30年以内に発生が予想される南海トラフ地震による津波が発生し

た場合、撫養川沿川で最大約747ha、3,191戸の家屋が浸水するおそれがある。浸水

が想定される区域内には宅地が集中するとともに、官公庁や商業施設、スタジアム

や球場が立地し、被災時には甚大な被害が予想される。このことから早期の浸水被

害防止が必要である。 
 
３．費用効果分析の結果 
   治水経済調査マニュアル（案）に基づいて分析。 
 便 益（Ｂ） 費 用（Ｃ） 事業効果（Ｂ／Ｃ）  
 97億円 45億円 2.1   
 便益（Ｂ）の内訳及び主な根拠  
 【内訳】   被害防止便益：97億円 

       残存価値  ：0.1億円 
 

 【主な根拠】 浸水被害軽減戸数：3,191戸  
 浸水被害軽減面積：747ha  
 
４．検討 
 以下の評価項目及び上記の費用対効果分析結果を総合的に判断の上、採択。 

  

 

 

 

 

  
 
 

 
５．日程・手続き 
   令和2年度、堤防耐震対策に着手予定。 
６．関係者の意見 
   地元住民等から早期着手、早期整備に対する強い要望がある。 
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水系上重要 情報提供
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 箇所名：高松地区事業間連携河川事業 
   

１．事業の概要  
  １）位  置：香川県

かがわけん

高松市
たかまつし

  
  ２）河川名：二級河川香

こう

東川
とうがわ

水系香
こう

東川
とうがわ

・本津川
ほんづがわ

水系本
ほん

津川
づ が わ

・摺鉢谷川
すりばちたにがわ

水系摺
すり

鉢
ばち

谷川
たにがわ

 

           詰
つめ

田川
た が わ

水系御坊
ご ぼ

川
がわ

・新川
しんかわ

水系新川
しんかわ

  
  ３）諸 元：堤防耐震対策、水門耐震対策   
 ４）総事業費：15億円 
２．目的及び必要性   
 １）目  的：津波浸水被害の解消  
  ２）必要性： 

・南海トラフの巨大地震の発生確率は、今後30年間で70%～80%とされており、香川県

地震・津波被害想定調査報告書（平成26年6月）より、高松市中心部では甚大な津波

浸水被害が想定されることから、早期の地震・津波対策を求められている。 
３．費用効果分析の結果 
   治水経済調査マニュアル（案）に基づいて分析。 
 便 益（Ｂ） 費 用（Ｃ） 事業効果（Ｂ／Ｃ）  
 155億円 13億円 11.7   
 便益（Ｂ）の内訳及び主な根拠  
 【内訳】   被害防止便益：153億円 

       残存価値  ：2億円 
 

 【主な根拠】 浸水被害軽減戸数：2,379戸  
 浸水被害軽減面積：325 ha  
 
４．検討 
 以下の評価項目及び上記の費用対効果分析結果を総合的に判断の上、採択 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
５．日程・手続き 
   令和2年度 堤防耐震対策等に着手予定 
 
６．関係者の意見 
   地元住民等から早期着手、早期整備に対する強い要望がある。 
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 箇所名：肱川事業間連携河川事業 
    

１．事業の概要  
  １）位  置：愛媛県

えひめけん

大洲市
お お ず し

  
  ２）河川名：一級河川肱川

ひじかわ

水系肱川
ひじかわ

  
  ３）諸 元：築堤、樋門・樋管  
 ４）総事業費：20億円 
２．目的及び必要性   
 １）目  的：平成30年７月の梅雨前線豪雨による甚大な浸水被害の解消を図る。  
  ２）必要性： 

・当該地域は、戦後最大規模のH30.7洪水が再度発生した場合、肱川沿川で最大約437

ha、約891戸の家屋が浸水するおそれがある。浸水が想定される区域内には緊急輸

送路、学校、要配慮者施設などが存在し、被災時には甚大な被害が予想される。こ

のことから早期の浸水被害防止が必要である。 
３．費用効果分析の結果 
   治水経済調査マニュアル（案）に基づいて分析。 
 便 益（Ｂ） 費 用（Ｃ） 事業効果（Ｂ／Ｃ）  
 53億円 18億円 2.9   
 便益（Ｂ）の内訳及び主な根拠  
 【内訳】   被害防止便益：52億円 

       残存価値  ：1億円 
 

 【主な根拠】 年平均浸水被害軽減戸数：3戸  
 年平均浸水被害軽減面積：1ha  
４．検討 
 以下の評価項目及び上記の費用対効果分析結果を総合的に判断の上、採択。 

 
 
            
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 

 
５．日程・手続き 
   令和2年度 測量設計及び用地買収に着手予定 
６．関係者の意見 
   地元住民等から早期着手、早期整備に対する強い要望がある。 



様式Ｃ 
   
 箇所名：裾花川流域ダム再生事業 
   

１．事業の概要 
  １）位  置：長野県長野

な が の

市 
  ２）河川名：信濃

し な の

川
がわ

水系裾
すそ

花
ばな

川
がわ

 

  ３）諸 元： 

・奥裾花ダム：重力式コンクリートダム（かさ上げ）、ダム高75.4m（かさ上げ 

高16.4m）、堤頂長255.0m、総貯水容量10,750千m3、有効貯水容量 

8,650千m3、土砂バイパス設置、貯水池掘削 

   ・裾花ダム ：土砂バイパス設置、貯水池掘削 
 ４）総事業費：約710億円 
 
２．目的及び必要性  
 １）目  的：洪水調節 
  ２）必要性：裾花川流域では、昭和24年9月、平成7年7月洪水により浸水被害が発生 

している。また、奥裾花ダム及び裾花ダムでは、当初計画を上回る土砂が 
ダムに流入・堆積しており、ダムの機能に支障が生じている。 
このため、奥裾花ダム及び裾花ダムの再生により、治水機能の増強・確保 
を行い、洪水被害の軽減を図る。 
 

３．費用効果分析の結果 
   治水経済調査マニュアル（案）に基づいて分析。 
 便 益（Ｂ） 費 用（Ｃ） 事業効果（Ｂ／Ｃ）  
 390億円 319億円 1.2   
 便益（Ｂ）の内訳及び主な根拠  
 【内訳】   被害防止便益：387 億円 

       残存価値  ：  3.4億円 
 

 【主な根拠】 年平均浸水被害軽減戸数：1,256戸  
 年平均浸水被害軽減面積：  54ha  
 
４．検討 
 以下の評価項目及び上記の費用対効果分析結果を総合的に判断の上、採択 

 
 
 
 
 
 
 
５．日程・手続き 
  令和元年度 当該事業を含めた河川整備計画変更、ダム再生計画作成 

令和 2年度 実施計画調査着手 
 
６．関係者の意見 
   裾花川の氾濫が想定される区域を含む長野市からは、整備が早期に進むよう   

 要望がある。 
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様式Ｃ 
   
 箇所名：引原ダム再生事業 
   

１．事業の概要  
  １）位  置：兵庫県宍粟

し そ う

市  
  ２）河川名：揖保

い ぼ

川
がわ

水系引
ひき

原
はら

川
がわ

  
  ３）諸 元：重力式コンクリートダム（かさ上げ）、ダム高68.0m（かさ上げ高2.0m）、

堤頂長206.5m、総貯水容量22,850千m3、有効貯水容量20,800千m3  
 ４）総事業費：約210億円 
 
２．目的及び必要性   
 １）目  的：洪水調節  
  ２）必要性：揖保川流域では、昭和51年9月、平成21年8月、平成23年9月洪水により、浸

水被害が発生している。また、平成23年9月、平成30年7月洪水では、既設引
原ダムで異常洪水時防災操作を実施している。このため、引原ダムの再生に
より、治水機能の増強を行い、洪水被害の軽減を図る。 

 
３．費用効果分析の結果 
   治水経済調査マニュアル（案）に基づいて分析。 
 便 益（Ｂ） 費 用（Ｃ） 事業効果（Ｂ／Ｃ）  
 641億円 158億円 4.1   
 便益（Ｂ）の内訳及び主な根拠  
 【内訳】   被害防止便益：633 億円 

【内訳】   被害残存価値： 8.4億円 
 

 【主な根拠】 年平均浸水被害軽減戸数：111戸  
 年平均浸水被害軽減面積： 65ha  
 
４．検討 
 以下の評価項目及び上記の費用対効果分析結果を総合的に判断の上、採択 

  
 
 
 
 
 
 
 
５．日程・手続き 
   令和元年度 当該事業を含めた河川整備計画変更、ダム再生計画作成 

   令和 2年度 実施計画調査着手 
 
６．関係者の意見 
     引原川や揖保川の氾濫が想定される区域を含む宍粟市やたつの市からは、既設引原ダ

ムのダム再生による治水安全度向上と浸水被害軽減を強く要望されている。 

便益の根拠情報等

情報提供
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